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第4節 緊急監視
1安 全性未審査の遺伝子組換えじゃがいもにかかわる緊急監視

(1)実 施 目的

国立医薬品食品衛生研究所等の検査により、 「じゃがいも加工食品」から安全性未審査の遺伝子組換え

じゃがいもを検出することが確認 され、都民のこれ ら食品による不安を解消するため都内に流通する 「じ

ゃがいも加工食品」について緊急に安全確認検査を実施 した。

(2)実 施期間:平 成13年6月20日 から6月29日 まで

(3)対 象施設:都 内大規模販売店(ス ーパー、デパー ト)

(4)対 象食品:じ ゃがいも加工品(ス ナック菓子、冷凍食品等)

(5)検 査項目:組 換え遺伝子 「ニュー リーフプラス、ニュー リー フY」

(6)実 施結果

ア 監視状況

イ 検査結果

じゃがいも加工食品30品 目を検査し、すべて安全性未審査の じゃがいもは検出されなかった。

第5節 先行調査

1調 査 目的

先行調査は、内分泌かく乱化学物質など都民の関心が高い問題や、食生活の多様化などにより新たに発生し

た食品衛生上の問題などについて、先行的に実態を調査 し、安全性の確認や新たな基準設定のための資料を蓄

積するなどを目的に、毎年、計画的に行っている事業である。

2調 査事項

平成13年 度は、次の12テ ーマについて実施 した。

(1)オ ーガニック輸入食品の残留農薬実態調査(第3報)

(2)新 たに二類感染症指定された食 中毒菌等の汚染実態調査

(3)生 食用魚介類のA型 肝炎ウイル ス汚染実態調査

(4)既 存添加物等における有害物質の含有実態調査

(5)合 成樹脂製器具類の内分泌かく乱化学物質含有実態調査

(6)生 食される食品における寄生虫実態調査

(7)バ イオテクノロジーを応用 した食品等の衛生学的調査

(8)パ ツリン汚染実態調査

(9)食 品中の微量有害化学物質に関する調査(農 産物、畜産物 における微量有害化学物質に関する調査)

(10)加 工食品のリステリア菌汚染に関する衛生学的実態調査

(11)通 信販売食品の衛生学的実態調査

(12)市 販牛乳におけるCoxiella burnetiiの 検出状況調査

3調 査期間

平成13年4月 から平成14年3月 まで

4調 査内容及び結果

269



第四章 食品機動監視班(食 品環境指導センター)に よる監視事業

(1)オ ーガニック輸入食品の残留農薬実態調査(第3報)

ア 調査 目的

消費者の自然食、健康食志向や食物アレルギーへの

関心はますます高まっている。過去に当班及び生活文

化局が実施 したアンケー ト調査でも、有機農産物及び

これ らを原材料 とする加工食品は、「農薬や化学肥料

を使用 していない安全な食品」 と考えられていること

がわかった。

こうした背景から、近年、市場には、「有機」、「オー

ガニック」等と表示された加工食品が数多く流通する

ようにな り、なかでも、輸入品については、オーガニ

ックの長い歴史をもつ欧米諸国の製品が見 られるよう

になった。

しか し、各国のオーガニ ック食品の実態等について

は栽培方法など不明な点が多かったため、当班では、

平成11年 度から残留農薬実態調査を実施 し、各国の法

規制、認証制度等に関する情報収集を行ってきた。

こうした中、「農林物資の規格化及び品質表示の適

正化に関する法律」の一部が改正 され(以 下 「改正JAS

法」とい う。)、これまでの 「特別栽培農産物に係る表

示ガイ ドライン」(平成13年4月1日 改正。以下 「ガ

イ ドライン」とい う。)に加えて新たに有機格付制度及

び検査認証制度が導入され、平成13年4月 以降は国産、

輸入を問わず有機JAS格 付マーク(以 下 「有機JASマ

登録認定機関名
図4-5-1有 機JASマ ー ク

ー ク」 とい う
。(図4-5-1))が 無 い場合 には有機又 は

オーガニ ック等の表示 は認 め られ ないこととな った。

そ こで本年度は、都 内に流通 するオーガニ ック輸入

加工食品 を対象に、 これま での残留農薬検査 に加 えて

有機JASマ ー クの表示状況 を調 査 したので報告す る。

【参 考 】

《有機法制化 へのあゆみ》

有機農 法は1940年 代 に欧米諸国で提唱 され 、環境保

全型農 業への関心が高まる中、多 くの農業団体、消費

者団体等 の活動 によ り発展 を遂げて きた。

1972年 、約60か 国400団 体 の有機農業団体に よっ

て 「国 際有機 農 業運 動連 盟 」(IFOAM International

Federation of Organic Agriculture Movements現 在

100か 国 以上630会 員 が加盟)が 発足 し、1982年 に有

機農 業基準を策定 した。 これ はその後EUの 統一基準

として用いられてきた。
一方
、米国では1990年 に農務省、環境保護庁、食品

医薬品局が、以前は州ごとに定められていた有機農業

条例や基準をオーガニック食品生産法 として統一 した。

1991年(平 成3年)、 コーデ ックス委員会は有機農

法の国際的基準 ともいえる 「有機食品に関するガイ ド

ライン」の策定作業に入 り、1999年(平 成11年)に 採

択された。改正JAS法 はこの採択を受けたものである。

《オーガニック認証制度の内容》

各国 とも、オーガニック認証基準には指定されてい

る物質以外の農薬、化学肥料等使用 してはならない旨

を規定 している。しかし、10年 以上前に使用された農

薬が微量ながら土壌に残留 していたり、数キロ離れた

所で使用された農薬が検出されるケースを想定 してか、

「有機農産物やその加工食品から農薬を検出してはな

らない」とい う基準は定めていない。

すなわち、オーガニック認証制度は、あくまでも土

壌や栽培プロセスが認証基準どお りであるかどうかを

審査 し、保証するものであって、有機農産物やその加

工食品から農薬を検出しても、認証基準に抵触するも

のではない。

イ 調査方法

(ア)調 査期間

平成13年4月 から平成14年3月 まで

(イ)実 施方法

a検 査対象

都内における市場流通量が比較的多い輸入

オーガニック加工食品を対象とした。

平成11・12年 度は、過去に当班が実施 した

調査で農薬検出事例の多かった 「穀類加工食

品」を主な対象としたが、本年度は穀類以外の

農産物加工品についても実施 した。

b調 査対象品目数及び内訳

買上げにより40品 目について調査を実施 し

た。調査品目の内訳は表4-5-1に 示 した。

(ウ)検 査機関

衛生研究所生活科学部食品研究科 農薬分

析研究室

(エ)検 査項 目

a残 留農薬検査

諸外国で穀類に多 く使用されている有機 リ

ン系農薬のうち、(a)主 にポストハーベス ト農

薬 として使用 されるもの、(b)過去に当班が実

施 した先行調査※1で 検出事例のある10農 薬

((1)マラチオン(2)フェニ トロチオン(3)ピリミホ

スメチル(4)クロル ピリボスメチル(5)クロル ピ

リホス(6)ジクロルボス(7)エトリムボス(8)ダイ

アジノン(9)EPN(10)テルブホス)に ついて検査 を
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行った。

※1○ 「輸入農産物加工食品に残留する殺虫

剤等の衛生学的実態調査」

○ 「オーガニック輸入食品の農薬残留実

態調査」

b表 示

(a)食 品衛生法上の表示検査

(b)有 機JASマ ーク・原産国の有機認定機関マークの

有無

(オ)検 査方法

残留農薬検査:平 成7年 厚生省告示第161号 に

記載の分析法に準拠 した。

ウ 調査結果

(ア)残 留農薬 の検 査結果 につ いて

40品 目の うち、イギ リス産 シ リアル(オ ー トミ

ール)2品 目か ら ピ リミホ ス メチル をそれ ぞれ

0.01ppm、0.02ppm検 出 した。(検 出率:5%検

出 限界0.01ppm)

ま た 、イギ リス産 ピーナ ッツバ ター1検 体か ら

有機 リン系農 薬 であ るスル ポテ ップ が0.02ppm

検 出 された(ス ルポテ ップは今回 の検査項 目に は

入っていない)。

なお、平成11年 度 か ら平成13年 度 までの残留

農薬 検査結果は 、表4-5-2の とお りで ある。

表4-5-1調 査 品 目内訳

表4-5-2年 度 別残留農薬 検査 結果

※2確 認検査のため、再度購入 した検体を除いた補正値

※3今 回の検査項 目としていなかったスルホテ ップを検出した品目を含む。

(イ)表 示検 査

表示 検査結果を表4-5-3に 示 す。

a食 品衛生法上の 表示違反はなか った。

b有 機JASマ ー ク及 び原産国の有機 認定機関

マー クの両方が表示 されていた もの が5品 目

(12.5%)、 有機JASマ ー クのみが表 示 され てい

た ものが7品 目(17.5%)、 原 産 国の有機認定

機 関マークのみが表示 され ていた ものが14品

目(35%)、 どち らのマー クも表示 がな いものが

14品 目(35%)で あ った。 これ らに は、昨年度

までは 「有機」であ る旨の表示を附 していたが、

現在 はその部分を 削除 した製品等 、 「有機」又

は 「オーガニ ック」等の表示のな い製 品 も含ま

れ てい る。

c有 機JASマ ー クが表 示 されていな い28品 目

の うち、「有機」 「オ ーガニ ック」等 の表示 をし

ているものは6品 目であった。これ らについて

はJAS法 違 反 の疑 い と して生活 文 化局 消費

生活部 品質表示係JAS法 担 当者 に情 報提 供を

行 う予定である。

dそ の他22品 目は、原 文表示の 「ORGANIC」 の

上か ら 「無農薬 」と表示 された シールをちょ う

付 した り、「有機栽培 の」とい う表示を二重線 で

消すな ど、改正JAS法 へ の対応が とられ てい た。

表4-5-3オ ー ガ ニ ックに関す る表示検査結果

271



第四章 食品機動監視班(食 品環境指導センター)に よる監視事業

エ 考察

(ア)残 留農 薬検 査

aピ リミホスメチル を検 出 したイ ギ リス産 シ

リアル(オ ー トミール).

当該2品 目から ピリ ミホスメチル をそれぞ

れ0,01ppm、0.02ppm検 出 した。 当該 品は 、昨

年 度の本調査 で も他 ロ ッ ト同製品 か ら同農薬

を検 出 し、輸入者を通 じて現地メーカーの調査

を行 った、 とい う経緯 が ある。

この メーカーは烏麦加 工食品 の専 門メー カ

ー で わが国及びイ ギ リスにおけ る有機又 はオ

ー ガニ ックの認証 は取得 してお らず 製品 にも

「オー ガニ ック」「有機 」等の表示はない。 し

か し 原材料の烏麦 は契約農家で収穫 され た も

のを使用 し、メー カー の 自社基準 と して、(1)原

材 料の烏麦 を収穫寸 前 に検査 して農 薬 が検 出

され ないこと、(2)烏麦 の栽培 土壌が化学薬 品で

汚染 されていないこ と、と規定 してい る旨が表

示 されてい る。

輸入 者を通 じての調査の結果、欧州 では、ピ

リ ミホスメチル は倉庫 内の殺虫 を目的 と した

燻 蒸 に広 く用 い られ て い る との 報 告 を受 け

た。 このこ とか ら、当該品原材料 である烏麦が

何 らかの理 由で収穫 後 に煙蒸 され たか 燻 蒸後

の倉庫 内で コンタ ミネ ーシ ョンを起 こ した可

能性が あることが示唆 された。イギ リスでは、

穀類に対する ピリミホスメチルの残 留 を5ppm

ま で 認 めてい る。

ピリミホスメチルはわ が国 では残留 基準 と し

て米に0.20ppm、 指 定のあ るもの以外 の穀 類に

は1.0ppmと 設 定 されてい る。加 工食 品には基

準がないが、わが国の食習慣に照 らし合 わせて

考 えてみて も、今回の検出値はただちに食 品衛

生上の 問題 とはな らない と考 える。

bス ル ホテ ップを0.02ppm検 出 したイ ギ リス産

ピーナ ッツバ ター

当該 品について も輸入者 を通 じて 現地 メー

カーの調査を行 った。 当該品の原材料 は、ピー

ナ ッツ、パーム油(1.5%)、 塩(1%)で あ り、

メー カーが行った原料 供給者に対す る調 査で

は農薬は一切使用 されてお らず またメーカー

の 自主検 査で もスル ポテ ップは検 出 され なか

った。

この製品には 「粒入 り」タイプの もの と、「粒

な し」タイプの もの2種 類があるが、スル ポテ

ップが検出 されたのは 「粒入 り」タイ プのみで

あ った。そのため、 「粒入 り」タイ プの 「粒」

の部分 に使 用 された ロ ッ トの ピーナ ッツに何

らかの汚染があった こ とが推測 され たが メー

カー か らは これ以上 の調査は不可能 で あ ると

の回答を得た。

なお この製品は輸入者が試行的に輸入 した

もので、現在は輸入されていない。

c平 成11年 度及び12年 度の本調査で、クロル

ピリボスを検出したイタ リア産パスタについ

て、本年度も輸入者を通じて調査を行った。そ

の結果、同パスタの原材料である小麦を生産す

る土壌については、イタリアの有機認定団体の

認定を受けているが、加工工程については認定

を受けていないことが判明した。当該品の加工

には、小麦を石臼でひく工程と、パスタを製造

する工程があるが、これ らを行 う加工場では別

の業者の製品も扱ってお り、製造機器等を介 し

てのコンタミネーションの可能性が示唆 され

た。

なお、同社製品を本年も調査したが、残留農

薬は検出せず、「有機」である旨の表示も削除

されていた。

(イ)表 示検査結果

a平 成13年4月 から、改正JAS法 の有機表示

制度が開始 されたが、今回買上げ検体40品 目

の うち、有機JASマ ークが表示されていたのは

12品 目であった。

b一 方、「有機」等の表示をしながら有機JAS

マークがなく、改正JAS法 に抵触すると考えら

れる製品も6品 目あり、新制度の徹底に時間を

要 していることが伺われた。

オ まとめ

(ア)平 成11年 度からこの調査を開始 したが、三年

間の平均で7.0%の 品目から残留農薬が検出され

ている(表4-5-2)。EU基 準やアメリカの統一基

準では、改正JAS法 と同様に製品に対する残留

農薬の検査を義務付けていない。そのため、今

回の調査のようにオーガニック食品の認証を受

けた製品から農薬を検出したとしても、「有機」

又は 「オーガニック」と表示することはJAS法

違反 とはならない。

しかし、オーガニック食品は 「安全 ・安心な

食品」であると認識 している消費者 も多く、特

にアレルギー等の理由で化学物質の摂取を少な

くしようとしている人にとって、「有機」もしく

は 「オーガニック」である旨の表示は、重要な

選択情報にな り得るものである。

(イ)平 成13年4月 から改正JAS法 による有機表示

制度が適用されて約1年 が経過 したが、関係業

者が認定取得のための膨大な手間と費用を敬遠

しているためか、有機JASマ ークの付いた製品

はあまり多く見 られない。一方、消費者の間で

も有機JASマ ークはあまり周知されておらず、

昨年9月 の関東農政局等の調査では有機JASマ
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ークを 「見たことがある」と答えた人は18 .4%

にとどまった。また、従来からある特別栽培農

産物のガイ ドラインによる 「無農薬」 「減農薬」

等 と改正JAS法 による 「有機」とを混同したり、

「有機」とは 「農薬が一切検出されないこと」

であるとの誤 った理解が、消費者の間には根強

い。

(ウ)今 回のような実態調査のデータは少なく、消

費者の得 られ る情報が少ないことは、このよう

な誤解を助長する一因になっているものと考え

られる。 さらに、オーガニック食品を取 り扱 う

業者や登録認定団体等も、オーガニック食品の

実状について十分に把握 してお く必要がある。

そこで三年間の調査結果については、消費者、

輸入者をはじめ とす る営業関係者及び関係機関

に情報提供 し、輸入オーガニック加工食品の現

状について正 しい知識や理解を広めるための一

助 としていきたい。

(エ)な お、改正JAS法 施行時前後のオーガニック

食品について現状を把握するための一定の知見

が得られたため、先行調査としての取組は本年

度で終了する。

カ 出典

(ア)オ ーガニ ック食品実務ハ ン ドブ ック 足立純

男、Donald Nordeng、 富 田勉

(イ)平 成12年 度 第6回 東京都 消費生活モニター・アンケ

ート調 査結果 東京都生活 文化局

(ウ)第5回 食 と農アンケー ト(平 成13年)農 林

水産省 関東農政局他
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(2)新 たに二類感染症に指定 された食中毒菌等の汚染実態調査

ア 調査目的

平成11年12月 に食品衛生法施行規則が改正され、

新たにコレラ菌、赤痢菌、チフス菌、パラチフスA菌

が食中毒起因菌 として追加された。これ らは、同年4

月に施行 された 「感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律(感 染症新法)」 により、「二類

感染症」に指定されてお り、通常は感染症 として扱 う

が、食品に由来する場合には、食中毒として取 り扱 う

こととなった。

わが国で二類感染症事例の多 くは、感染症汚染地域

への旅行者が現地でり患し、帰国後発症する場合がほ

とんどを占めている。しかし近年、海外への渡航歴の

ない人々で国内散発事例が見られるようになってきた。

古くは1978年 に東京の結婚式場で出された輸入ロブ

スターが原因となったコレラ集団発生や、1991年 の東

京湾産アオヤギが原因と疑われた首都圏でのコレラ、

昨年末の西 日本を中心に、韓国産生食用カキを原因と

する赤痢患者の発生などが挙げ られる(表4-5-4参 照)。

また、1995年 の検疫所による魚介類のコレラ菌検査

で、17,899件 中2件 から毒素産生性コレラ菌が検出さ

れた。このことから、国内で見られる渡航歴がない人々

の二類感染症の原因として汚染地域からの輸入食品が

原因となっている可能性も考えられた。 しかし、現在

食品に対する二類感染症に指定された食中毒起因菌の

汚染実態調査はほとんどなされていない。

そこで、今後 これらによる食中毒防止や、事件発生

時の迅速な原因食解明のため、輸入食品を中心に汚染

実態調査を実施したので、現在までの実施状況を報告

す る。

イ 調査方法

(ア)調 査期間

平成13年4月 から平成14年3月 まで(新 規事業)

(イ)実 施方法

魚介類、魚卵類、野菜類、鶏肉を検体とした。その

内訳は、表4-5-5に 示す。 これ らは、過去の事例や文

献から感染症発生国及び開発途上国の食品であり、芽

物野菜を除いて、現地で加工 ・包装し輸入 されたもの

とした。

(ウ)検 査機関

東京都立衛生研究所 微生物部 細菌第一研究科 腸

内細菌研究室

(エ)検 査項 目

魚介類 二類感染症原因菌 ・病原大腸菌0157・ 腸炎

ビブ リオ ・NAGビ ブリオ ・その他のビブ リオ ・サルモ

ネラ ・細菌数 ・大腸菌群 ・(魚卵のみ追加 水分活性 ・

pH・ 塩分濃度)

野菜類 二類感染症原因菌 ・病原大腸菌0157・ サル

モネラ ・細菌数 ・大腸菌群

鶏肉 二類感染症原因菌 ・病原大腸菌0157・ サルモネ

ラ ・カンピロバクター ・細菌数 ・大腸菌群

*二 類感染症起因菌は、コレラ菌 ・赤痢菌 ・チフス菌 ・

パラチフスA菌

(オ)検 査方法

すべて、都立衛生研究所 細菌第一研究科SOPに

則る。

表4-5-4食 品媒介が推定された二類感染症事例(国 内)

ウ 調査結 果

(ア)魚 介類(表4-5-6)

a検 査 項 目別結 果(表4-5-7参 照)

(a)二 類 感染症起因菌 ・病原大腸菌0157(以 下0157)・

サ ル モネ ラ

すべ ての検体か ら検 出 され なかった。

表4-5-5検 体 内訳
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表4-5-6魚 介 類検査結 果
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(b)腸 炎 ビブ リオ

生食用エ ビ1検 体、加 工用24検 体か ら検 出 した。

わが国で食中毒起 因菌 として多 く見 られ る03:K6、

04:K8は 検 出 されなかった。

(c)NAGビ ブ リオ

加 工用エ ビ等11検 体か ら検 出 され た。

(d)そ の他 の ビブ リオ

生食用エ ビ1検 体 からVibrio fluvialisを 検 出 した。

加 工用エ ビ4検 体か らmimicusが 検 出 され た。

(e)大 腸 菌群

加 工用16検 体か ら大腸菌群が検出 された。種類別 に

は、エ ビ ・カニ ・魚加工品(切 り身)か ら検 出 された。

(f)細 菌 数

生食用貝類で102～106オ ー ダーまで検 出 した。エ

ビ ・魚切 り身 ・イカの冷凍 品では最 大値 が103オ ー ダ

ー であった
。

加 工用では、<300以 下 ～106オ ー ダーまで検 出され

た。種 類による偏 りは特 に見 られ なかった。

表4-5-7魚 介類検 査結 果(簡 易版)

*詳 細 は表4-5-6参 照

b国 別 結果(表4-5-8参 照)

(a)二 類感 染症起因菌 ・0157・ サ ルモネ ラ

すべ てについ て、検出 され なか った。

(b)腸 炎 ビブ リオ

韓国産(1検 体)、 マ レーシア産(2検 体).ベ トナム産

(5検 体)・ フィリピン産(4検 体)・ イン ドネ シア産(4

検 体)・ タイ産(5検 体)・ イ ン ド産(2検 体)・ メキシコ

産(1検 体).マ ダ ガスカル 産(1検 体)か ら計25件 、 検

出 した。中で も23/25検 体 が東南 ・南アジアであった。

なお 、この うちタイ産の1検 体は生食用 であった。

(c)NAGビ ブ リオ

マ ダガスカル産(2検 体)・ ベ トナ ム産(2検 体)・ タ

イ産(3検 体)・ イ ン ド産(2検 体).イ ン ドネ シア産(2

検 体)か ら計11件 、検 出 した。 これ らは、すべてエ

ビである。

(d)そ の他 の ビブ リオ

イ ン ド ネ シ ア 産 生 食 用 エ ビ1検 体 か ら

V.fluvilialisを 検 出 した。

加 工用では、メキシコ産(1検 体)・ マダガスカル産

(1検 体)・ ベ トナ ム産(1検 体)・ フィ リピン産(1検 体)

か ら計3件 検出 した。 これ らは、すべ てV.mimicusで

あ り、エ ビであった。

(e)大 腸 菌群

加 工用でのみ、中国産(4検 体)・ 韓国産(1検 体)・ ベ

トナ ム産(4検 体)・ タイ産(2検 体)・ コロンビア産(2

検 体).マ レー シア産及びフィ リピン産、シ ンガポール

産、イ ン ド産(各1検 体)で 検 出 され た。 比較的、ベ

トナ ム産 の検 体か ら高率に検 出 され た。

(f)細 菌 数

生食用では、東アジア(中 国 ・韓 国 ・台湾)の 貝類

で最高106を 検 出 した。 しか し、東 南アジアのエ ビ類

で はく300～103オ ー ダーま での検 出で あった。

加工用では、<300～106の 範 囲で検出 されてい る。

しか し、国別 、種類別 による差 は見 られ なか ったが、

エ クア ドル ・アルゼンチン産 の検体 はす べて検出 され

なかった。

表4-5-8魚 介 類 国別 検 出結

*詳 細 は表4-5-6参 照()内 は 生食用

(イ)魚 卵類

対象 とした食 中毒起因菌 は検 出 され なか った。細菌数

はく300/g以 下 であった。

(ウ)野 菜類(表4-5-9参 照)

a検 査 項 目別結果

(a)二 類 感染症起因菌 ・0157・ サル モネ ラ

すべて の検体 か ら検 出され なか った。

(b)細 菌 数

72検 体 中63検 体 において検 出 された。

芽物野菜では、102～108オ ー ダー の検 体が見受 け ら

れた。

(c)大 腸 菌群

生食用48検 体 中46検 体 か ら検 出 され た。 種類別 に

はすべ て冷凍果 実 と芽物野菜 で あった。

加工用では、24検 体 中7検 体 か ら検出 された。種類

別 には、凍結野菜が5/22検 体 、生鮮 野菜は2/2検 体 で

検出 された。生鮮野菜で104オ ー ダー と高い値 を示 した。

b国 別結果(表4-5-9参 照)

(a)二 類 感染症起因菌 ・病原 大腸 菌0157・ サルモネラ

すべて の検体 で検 出 され なか った。
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(b)細 菌 数

高い値 を示 した芽物野 菜はすべて、国産 の ものであ

った。 これ らの種子 に関 して は、アル フ ァル ファはア

メ リカ産 であったが 、か いわれ ・スプラ ウ トに関 して

は不明で ある。

冷凍果 実はタイ産が2検 体 、チ リ産 が1検 体検 出 さ

れ たが、いずれ も102オ ー ダーであった。

(c)大 腸 菌群

検 出 され た芽物野菜44検 体はすべて、国産 であった。

タイ産(6検 体)か ら検出 され た。 タイ産2検 体 を除

いて、<300/gで あ った。

(エ)鶏 肉(表4-5-10参 照)

a検 査 項 目別 結果

(a)二 類 感染症起因菌 ・病 原大腸菌0157・ カ ン ピロ

バ ク ター

いず れ も検 出 され なか った。

(b)サ ル モネ ラ

13検 体 中7検 体 か ら検 出 した。 血清 型は08群

Blockleyが1検 体、09群Enteritidisが5検 体 、08

群Emekが1検 体検 出 された。

(c)大 腸 菌群

13検 体 中12検 体 で検出 された。検 出範囲はく300～

4.0×102で あ った。

(d)細 菌 数

す べての検体 で103オ ー ダー以 上検 出 された。

表4-5-9野 菜 類検 査結果

*網掛けは生食用
表4-5-10鶏 肉検査結 果

表4-5-11国 別 検査結 果*()内 は 生食 用
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エ 考察(表4-5-11)

(ア)二 類感染症起因菌 ・病原大腸菌0157

今回の検査では、20か 国200検 体を検査したが、こ

れらの菌は検出されなかった。 これらの検体で見る限

り、二類感染症起因菌の制御はある程度行われている

と考えられる。 しかし、今回の検査では、母集団の検

体数が十分でないため、今後も輸入食品を中心に、汚

染実態調査を続けていく必要があると思われる。

(イ)腸 炎 ビブリオ ・NAGビ ブ リオ ・その他のビ

ブ リオ(魚 介類)

生食用魚介類では、タイ産とインドネシア産の冷凍

エビから1検 体ずつ検出されたが、全体の検体数が18

検体と少なく、汚染の分布 を明確にすることはできな

い。

加 工用魚介類では、冷凍エ ビで高率に検出 された

(46%)。 輸入国別の検討では、ベ トナム産のエ ビで

4/6(67%)と 高率に検出されている。

魚介類全体で見ると、検体の種類別では、エ ビと魚

フィレー等の魚加工品で多く検出された。これは、両

者の検体数が合わせて79検 体 と総数の39.5%を 占め

ているためであると考える。国別では、東南 ・南アジ

ア産の検体が多く検出された。 これらの大半は加工用

魚介類であるが、わが国の輸入水産物の20%を 占める

エビ類の主要輸出国であるこれ らの地域の国々から高

率に検出されたことは、二次汚染の防止な どの衛生的

な取扱いが必要と思われる。

平成6・8年 度に実施 した魚介類の病原ビブ リオ汚染

実態調査の結果と比較すると、フィリピン、タイ、イ

ン ド、イン ドネシア産のものか らは同様に検出してい

るが、過去検出しなかったベ トナム、マ レーシア産の

検体からも検出された。逆に、過去検出されたが、今

回検出されなかった輸出国としては中国が挙げられる。

仏領ニューカレドニアのエ ビは、「徹底 した品質管理

で飼育 している。」とうたっていることからか、二類感

染症起因菌、ビブリオ属等、全 く検出されなかった。

このことから、飼育環境、工場等の衛生状態を良好に

保つことによっては、安全な製品を提供できると考え

られた。今回検査では、NAGビ ブリオやその他のビブ

リオを検出した国の検体では腸炎 ビブリオの汚染が見

られた。 このことから、腸炎 ビブリオの汚染指標 とし

てのNAGビ ブリオやその他のビブリオが考えられた。

(ウ)サ ルモネラ・カンピロバクター(鶏 肉)

サルモネラに関して、今回の検査では、検出した7

検体のうち3検 体から、わが国でも食中毒起因菌とし

てよく検出される09群Enteritidisを 検出した。09

群Enteritidisは 、従来から鶏肉自体の汚染が問題と

されている細菌であるので、作業者や水などの処理環

境からの汚染よりも、おそ らくは肉自体に由来するも

のであると思われる。

カンピロバクターに関して、今回の検査では、全く

検出されなかった。しか し、この菌は凍結に弱いため、

当初汚染されていたものが凍結され、長期間を経る過

程で死滅してしまったことも考えられる。カンピロバ

クターに関しては、ギランバ レー症候群の リスクを考

慮す ると、今後 とも調査の継続が必要 と思われる。

(エ)大 腸菌群

a魚 介類

検体別に見ると、ベ トナム産、中国産、韓国産、マ

レーシア産、フィリピン産、タイ産といったアジア産

の加工用魚介類で検出された。平成8年 の調査でも検

出していたベ トナム産、中国産、韓国産、フィリピン

産、タイ産では今回も検出されていたが、マレーシア

産は前回検出されていなかった。他地域の検体につい

ても、更に調査を進 めていく必要があると思われる。

b野 菜

生食用の国産芽物野菜で、高率に検出され、検出値

も高い値を示していた。 これは水耕栽培の衛生管理ガ

イ ドに示されている「かいわれ」の値とほぼ一致 した。

107オーダーと高い値のため、生産から消費までの温度

管理の重要性が考えられた。

加工用野菜の うち生鮮野菜については、当センター

の事業で、同種の野菜を検査 しており、同様の菌数を

検出している。 しか し、凍結野菜は、多くがブランチ

ング処理され、国内で小分け等の工程を経ているため

に、原産地の汚染か、国内での汚染かを明確にできな

かった。

c鶏 肉

13検 体中12検 体から検出された。 タイ産、中国産

共、高率に検出され た。

(オ)細 菌数

a魚 介類

検体の種類別及び輸出国別には、特に差を認めなか

った。 しかし、検体数は少ないが、ニカラグア、エク

ア ドル、アルゼンチン、仏領ニューカレドニア産の検

体では細菌数も陰性であり、その他の細菌もすべて検

出されなかった。

b野 菜

生食用では、検出 した48検 体の内、冷凍果実3検 体

では102オ ーダーであった。 しか し、国産の芽物野菜

では102～108オ ーダーと高い値を示 していた。かいわ

れの種子は水耕栽培の衛生管理ガイ ドによると、細菌

数3.5±0.9CFU/g(M±SD)で あることから、ガイ ドラ

インとお り栽培されていれば、栽培から店頭への過程

での増菌が考えられた。

加工用では、タイ産生鮮野菜について高値を示 して

お り、凍結野菜よりも生鮮野菜の値の方が高値を示 し

ていた。このことは、プランチングによる加熱の影響

も考えられ る。
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c鶏 肉

すべての検体で103～104オ ーダー検出された。中国、

タイ産の差は特に見 られなかった。

オ まとめ

今回の調査では、二類感染症菌の汚染は全 く見られ

なかった。従来、二類感染症は患者に対する治療に重

点が置かれ、感染経路や環境中での動態については調

査がほとんど行われていなかった。その上、過去の飲

食が原因と疑われた事例をかんがみても、食品からの

二類感染症原因菌検出はまれなことである。 しか し、

平成11年 の感染症新法の施行、食品衛生法施行規則の

改正により、飲食物に起因するものは食 中毒 として扱

うようになり、現状での汚染実態について早急な調査

が必要 となっている。

わが国の国内自給率が、カロリーベースで40%を 示

してお り、これ ら輸入食品が原因と疑われる二類感染

症が近年散見されるようになってきている。今後、わ

が国での飲食に起因する二類感染症の実態を明らかに

するためにも、より多く食品を調査していく必要があ

ると考える。

なお、厚生労働省も昨年末の韓国産カキによる赤痢

の集団発生を受けて、食品の二類感染症汚染実態調査

及び、検査方法の開発を本格的に実施 していくとして

いる。

力 参考文献

(1) 社団法人 日本施設園芸協会: 水耕栽培の衛生管理ガ
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(2) 輸入食品辞典研究会: 改訂版品 目別輸入食品辞典

(株) サイエンスフォーラム

(3) 東京都新たな感染症対策委員会: 東京都感染症マ

ニュアル

(4) 松下秀: わが国におけるコレラ、細菌性赤痢、腸

チフス及びパラチフスの発生状況
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(3)生 食用魚介類のA型 肝炎 ウイルス汚染実態調査

ア 調査目的

当班では平成8年 度から魚介類におけるウイル ス汚

染の実態調査を開始し、今 日まで小型球形 ウイルス(以

下 「SRSV」 とい う。)を 代表とした急性胃腸炎起

因 ウイルスとA型 肝炎ウイルス(以 下 「HAV」 とい

う。)に ついての検出を試みてきた。その結果、これ

らのウイルスの検出率は二枚貝が最も高いことが判っ

た。また、食品のみならず、河川水や生息動物などの

環境まで検索範囲を拡げた結果、冬季の河川水か ら高

率にSRSVが 検出され、流行期とほぼ一致すること

も判ってきた。

平成9年 の5月 からウイルスが食中毒の病因物質 とし

て指定 されたのを契機に、今まで病因物質が不明であ

った急性胃腸炎がウイルスによるものであることが判

明 してきた。その後、平成11年10月 より、SRSV食

中毒のさかのぼり調査を容易にするため、生食用かき

における採取海域の表示が義務付けられた。さらに、

平成12年5月 には、カキの衛生確保に関する連絡会議が

開かれ、ヒトと環境におけるウイルス循環が明 らかに

された。その結果、カキの生産地においては、河川水

を含む生育環境でのSRSV検 査を実施するよう当時

の厚生省(現 厚生労働省)か ら要請が出されるな ど、こ

の調査期間中にウイルスを巡って様々な動きがあった。

一方、A型 肝炎においては、ウイルスに対する抗体

保有率低下の懸念、平成11年4月 の新感染症法で急性肝

炎の4類感染症指定、肝炎の劇症化の傾向、昨年の全国

初のA型 肝炎食中毒事件 として行政処分を行った岐阜

県の例など、HAVに かかわる問題が顕著化 してきて

いる。

そこで今年度は、HAVとSRSVに 対象ウイルス

を絞 り、生食用に供する二枚貝における汚染実態調査

を行った。

イ 調査方法

(ア)調 査期間 平成13年4月 から平成14年3月 まで

(イ)実 施方法

a市 販の生食用殻付き二枚貝(表4-5-12)

市販されている生食用に供する殻付きの二枚貝9品

目151検体を魚介類販売業者から買い上げ、調査対象品

とした。

b市 販の生食用二枚貝のむ き身(表4-5-13)

市販されている生食用二枚貝のむき身又は刺身類16

品目71検体を魚介類販売業者から買い上げ、調査対象

品とした。

(ウ)検 査機関 都立衛生研究所 ウイルス研究科

腸管ウイルス研究室

(エ)検 査項目HAV、SRSV

(オ)検 査方法

a検 査部位

(a)殻 付きの生食用二枚貝

内臓の みを検査に供 した。

(b)む き身 の生食用二枚 貝

内臓が残 っている形態の ものは内臓のみを、内臓の

ない形態 の ものについてはその一部 を検査に供 した。

b前 処 理

各検体 か ら検査部位 を取 り出 し約5gを ホモ ジナイ

ズ し、2%仔 牛血清加MEM(最 小 必須培地)で2倍 に

希釈 した 後、3,000rpmで10分 間 遠心 分離 した。

上清 を7,000rpmで30分 間遠 心分離 した後、上清 をフ

ィル ター濾過 し試料 とした。

cウ イ ルスの検出方法

(a)HAV

iPCR法

試 料 を28,000rpmで4時 間超 遠心分離 した後、沈査 を

精製水 に再懸濁 させ酵素処理 を行いRT-PCR法 に

よ りウイルス遺伝子の検出 を行 った。

ii分 離 培養法

試料 を単層培養 した分離用の細胞(GL)に 接 種 し

た後 、37℃ で15～30日 間 培養 を行い、凍結融解 によっ

て得 られ た細胞懸濁液か ら抗原検出ELISA法 に よ

りウイル スを検出 した。

(b)SRSV

試 料 を28,000rpmで4時 間超遠心分離 した後 、沈査 を

精製水 に再懸濁 させ酵素処理 を行いRT-PCR法 に

よ りウイル ス遺伝子の検出 を行 った。

ウ 結果

結果 はすべ て平成14年2月 買上分 までのものを示す。

(ア)殻 付 きの生食用 二枚 貝にお ける ウイル ス検 出状

況(表4-5-14、 表4-5-15)

品 目別 の ウイルス検 出状況 を表4-5-14に 、 月別の ウイ

ルス検 出状況 を表4-5-15に 示 した。

国産 のカキ4検 体 か らHAV(PCR法)とSRSVが

検 出 され た。 カキ以外の品 目か らは、 ウイル スは検 出

され なか った。

6月 に 買い上げたカ キ1検 体(天 然岩 カキ)か らHA

Vが 、4月 ・12月 ・2月に買い上 げたカ キ3検 体(天 然岩

カキ2検 体、養殖カキ1検 体)か らSRSVを 検 出 した。

全体 におけ るウイル スの検 出率は2.9%で あ った。

(イ)む き身 の生食用二枚 貝にお ける ウイル ス検出状

況(表4-5-16、 表4-5-17)

品 目別 の ウイル ス検出状況 を表4-5-16に 、 月別 のウ

イル ス検 出状況を表4-5-17に 示 した。

5月 と7月 に買い上げた国産の ホタテ2検 体 か らHA

V(PCR法)が 検出 され た。 ホ タテ以外の品 目か らは

ウイル スは検 出されなかった。 また、SRSVは 一 切

検出 され なかった。全体におけ るウイルスの検出率は

2.9%で あ った。

エ 考察

(ア)今 年度の調査結果 か ら
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これまで調査 した二枚貝は、殻付きの形態が主であ

ったが、今回はすぐに喫食できるような刺身等のむき

身の形態でも調査を行った。また、カキ関連のSRS

V食 中毒事件が多いことから、殻付きの生食用二枚貝

についてはカキを中心に検査を行った。

その結果、表4-5-15が 示す ようにカキからSRSV

が検出され、その検出時期は、SRSV食 中毒の流行

シーズンに一致 していることが判った。

一方、HAVは 調査開始以来、魚類 と貝類か ら必ず

検出されているウイルスである。

今回も、表4-5-14と 表4-5-16が 示すように、殻付き

カキとむき身のホタテから検出されている。その うち、

むき身のホタテは内臓のない貝柱だけの形態である。

ウイルスが内臓で蓄積されることを考えると、加工時

の二次汚染等により付着したものと示唆 される。

今回、ウイルスが検出されたのは国産品のみで、輸

入品の生食用二枚貝からはHAV、SRSVと もに検

出されなかった。平成8年度に行った調査ではいずれの

ウイルスも2.5～17.5%の 割合で検出されていた。

ウイルス汚染が生育環境に存在するウイルスの濃縮

によって起こることを考えると、今回の検体は、清浄

な海域で採 られたものと考えられる。

以上の結果か ら、生食用二枚貝の喫食によるこれ ら

のウイルス感染の機会が、ある程度避けられないこと

が言える。

ここで、同 じ経口感染のウイルスでありなが ら、H

AVとSRSVで はそれぞれの性質特有の問題点を考

えてみた。

まず、疾患としての違いである。SRSVの ような

急性胃腸炎症状を呈するウイルスの場合、症状か ら食

中毒と判断することが容易であるが、HAVの 場合は

肝炎を主症状とするため食中毒としての判断が容易で

ない。その理由として、急性肝炎の半数は経 口感染の

A型 肝炎 と言われているが、それ以外は非経 口感染の

B型 肝炎等のため、即食中毒 という考え方に直結 しに

くい背景があるものと考えられる。

次に、HAVに よる食中毒は、食中毒統計に載って

こないため食中毒としての把握が困難である。HAV

は、SRSVよ りも潜伏期間が長いため、 さかのぼ り

調査 も困難を極めているのが実状である。また、散発

事例が多く、原因食品の究明 も難 しいことから、食中

毒 として立件されにくいものと考えられる。

しか し、急性肝炎が新感染症法により4類感染症に指

定 され、全数症例把握 となったことで、感染症発生動

向調査か ら流行予測が可能にな りつつある。その結果、

推定感染地 として国内のみな らず、海外で感染 したと

考えられた例 も多数報告されている(平 成13年 東京都

感染症週報)。

これまで述べたように、それぞれのウイルスが抱え

る特有の性質はあるものの、遺伝子解析による疫学的

調査は、大変有意義なものとなっている。それは、遺

伝子的に安定な領域 と変異領域についての比較検討か

ら、感染経路の推定に大きく役立っている。
一例 として、昨年、東京都において夏季にA型 肝炎

の発生が集中したため(図4-5-2)、遺伝子試験による解

析をしたところ、ほとんどすべての事例で同一なウイ

ルスは見られず、感染源はそれぞれ異なることが都衛

生局の医療福祉部 と生活環境部の合同調査で判明した

(平成13年10月4日 付13衛 生食第695号A型 肝炎の調

査結果について 医療福祉部長 ・生活環境部長連名)。

HAVに 感染した場合、乳幼児は比較的軽症で推移

するが、成人の場合、劇症化に移行する場合 もあり、

その際、死亡する危険性 も大きい。また、発症前にウ

イルスの排泄が行われるので、家庭内感染等の二次感

染を起こしやすい。

SRSVの 場合は、感染対象者は全年齢層に及ぶ。

一方、過去の調査で対象 としたコクサッキー ウイル

ス等、他の急性胃腸炎起因ウイルスは、乳幼児が感染

対象の主体となる。

すなわち、今回の調査対象ウイルスは、感染 した場

合、社会的損失が大きいため、予防措置を考えること

はとても重要である。

平成13年10月 に策定した 「東京都におけるウイルス

肝炎対策の在 り方」(東 京都新たな感染症対策委員会

報告)の 提言にあるように、食品衛生だけでなく関係

機関 とのタイアップが不可欠 となる。

(イ)こ れまでの調査結果から

我々の行ってきた調査結果から、河川水や魚介類、

特に二枚貝(図4-5-3)か ら高率にSRSV等 の急性胃

腸炎起因 ウイルスや、肝炎を引き起 こすHAVが 検出

され常在性が示唆されてきた。

これ らの経 口感染 ウイルスが、ヒトと環境の間に密

接な関係を持っていることが最近の研究等で次第に明

らかになってきた。

食品を介 してヒ トに摂取されたウイルスは、腸管で

大量に増殖 し、生活排水を介して下水処理場経由で河

川に放流 され る。

こうして川や海に到達 したウイルスは、そこで棲息

する生物に取 り込まれて蓄積され、これをまたヒ トが

摂取するというサイクルが繰 り返されている。(図

4-5-4)

ここで次の問題点がある。まず環境衛生上の問題で

ある。大量のウイルスを含んだ生活排水が下水処理場

で処理できない。都下水道局の行ったウイルス消長実

験で、砂ろ過や逆浸透膜を用いた高度処理を行えば、

腸内ウイルスは排除できたとの報告があるが、高度処

理を備えた下水処理場は少ない。そのためウイルスの

循環サイクル中、防波堤的役割は現在では期待できな

いと思われる。

次に、食文化における問題である。生食する貝類の

281



第四章 食品機動監視班(食 品環境指導センター)に よる監視事業

ほとんどの部位は、筋肉や貝柱の部分のため、ウイル

スが濃縮 されている内臓の喫食が避けられているが、

カキは内臓ごと喫食する唯一の二枚貝である。 したが

って食文化上、生食が避けられない部分がある。

以上のことから、これらのウイルスによる感染を回

避するする方法を考察してみた。

感染回避の解決法として、人 ・環境 ・二枚貝の循環

サイクルを断ち切ることである。

そこで、まず食品衛生の観点から考えた場合、生食

を避け、十分な加熱をして喫食することである。過去

に行った加熱調理によるウイルスの不活化条件の検討

において、カキとコクサッキーウイルス分離株を用い

たモデル実験を行った結果、カキ中のウイルスが感染

性を失 うためには、中心温度が80℃ の場合、1分30秒以

上 とかなり長時間の加熱が必要であることが判った。

しかし、SRSVとHAVは 比較的耐熱性なので、

今後これ らのウイルスを用いて再検討する必要がある。

また、カキについては内臓ごと喫食する食習慣上、

生食を禁止することは現実的でない。したがって、後

に述べる環境問題に委ねざるを得ない。

それから、加工時における二次汚染にも注意が必要

である。 ウイルスが濃縮された内臓を取った ときなど

は、調理器具を介しての汚染に気を付けたい。過去に

行ったSRSV分 離株を用いた水洗除去試験や広島県

が行ったリボソームを使ったモデル実験から、二次汚

染の防止には、水洗もかな り有効であると思われる。

次に、環境衛生の観点から考えた場合、二枚貝等の

生育環境をきれいに保つことである。そのためには、

ヒ トの腸管で増殖したウイルスを含んだ生活排水が河

川等に直接流入しないよう、下水道を整備するととも

に、下水処理場の高度処理化を行 うことである。特に、

逆浸透膜処理を行えば、100%の ウイルスが除去可能で

ある。

下水処理場は、貝類の生育環境をウイルスから守る

いわゆる防波堤的役割と考える。

そ して最後に、医療衛生の観点から考えた場合、H

AVに 対しては、ワクチンによる予防接種が重要であ

る。海外旅行も多い現在、A型 肝炎の流行国もまだ多

く存在していることや、今後も抗体保有率の低下が進

む中、極めて有効な手段である。

このように、生食用魚介類が安心して食べ られるよ

うにするためには、多肢にわたる関係機関の協力が欠

かせないものと考えられる。

オ まとめ

平成12年 の都内における病因物質別食中毒発生状況

で、件数 ・患者数ともにSRSVは 第2位 となった。A

型肝炎についても、今後、抗体保有率の低い世代が増

えてい くことか ら集団感染の危険 がある。 これ らウイ

ル スの感染か ら逃れ るた めには、 ヒ トー環境間にお け

る ウイルス循環 を断 ち切 ることで ある。そのためには、

まず魚介類の生育環境 を整 えるこ とである。 ヒ トで増

殖 した ウイルス を環境 に排せつ しないよ う高度下水処

理場 な どのイ ンフラ整備 を進 め、 ウイル スが魚介類で

濃縮 され ないよ うにす るこ とが重要で ある。

また 、喫食の際は十分 な加熱 を行 う、内臓の生食 を

避 けるな どして ウイル スを取 り込 まないよ うにす るこ

と も大切で ある。 さ らに、水洗 いをよ く行 うことで二

次 汚染 を防止す ることで ある。

今後 は食品だ けで な く、環境 にお ける ウイルス もモ

ニ タ リングす ることで、汚染状況 をマ クロの目で監視

す る ことが可能 にな るもの と考 え られ る。そのため に

も、 ウイル ス検索のルー チン化や職域 を超 えた連携が

必要 と考える。

カ 参 考資料

(1)東 京 都食 品環境指導セ ンター食品監視機 動第2班

平成8～12年 度 先行調 査報告

(2)厚 生 科学全 国 ウイルス性食 中毒研究班:ウ イル ス

性食 中毒原因 の遺伝子検査標準 法確 立 と全国行政対

応整備 に関す る研 究 平成12年

(3)国 立感染症研 究所感 染症情 報セ ンター:A型 肝炎 、

1987+996病 原 微 生物検出情報月 報(IASR)

Vol.18 No.10 October 1997

http://idsc.nih.go.jp/

(4)佐 々 木由起子、中村敦 子、門間公夫、森功次 、長

島真美 、新開敬行、貞升健志、関根 整治、平田一郎 、

関根 大正 、伊藤武:東 京都 における小型球形 ウイル

スのRT-PCR法 に よる検査成績 都 立衛生研究

所研 究年 報49,12-16,1998

(5)国 立 感染 症研 究所感染症情報セ ンター:感 染症 の

話 「A型 肝炎 」 感染症発 生動向調査週報(IDWR)

Vol.3 No.15 13-16, 2001 http://idsc.nih.go.jp/

表4-5-12市 販 の生食用 殻付き二枚 貝の内訳
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表4-5-13市 販 の生食 用 二枚貝のむき身の 内訳

表4-5-14生 食 用二枚 貝(殻 付 き)の 品 目別 ウイルス検 出状況
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表4-5-15生 食 用二枚貝(殻 付 き)の 月別 ウイル ス検 出状況

備 考1*SRSVをPCR法 で検 出**HAVをPCR法 で 検 出***SRSVをPCR法 で検 出****SRSVをPCR法 で検 出
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表4-5-16生 食用二枚貝(む き身)の 品目別 ウイルス検出状況
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表4-5-17生 食 用二枚貝(む き身)の 月別 ウイルス検出状況

備考1*HAVをPCR法 で検出**HAVをPCR法 で検出***原 産国不明
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図4-5-2東 京都における急性A型 肝炎届出数

(平成13年 東京都感染週報から集計)

図4-5-3品 目別 ウイル ス検 出率の相違

(平成8年 度 ～平成13年 度)

図4-5-4急 性 胃腸炎起因 ウイル ス等の ヒ トと環境に

お けるサイクル
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(4)既 存添加物等における有害物質の含有実態調査

ア 調査 目的

市場には、天然物が有する様々な生理活性(免 疫賦

活作用、痩身効果等)を 期待 して、種々の健康食品が

販売 されている。健康食品の市場規模は、年間数千億

円規模 との民間の調査結果もあり、健康食品に対する

都民の関心は高いと考えられ る。
一方、健康食品に配合される健康食品素材(以 下 「健

食素材」とい う。)は、天然物から抽出 ・濃縮加工され

たものが多く、これら素材の一部は厚生省告示 「既存

添加物名簿」に収載された既存添加物に相当するもの

が含まれている。

この既存添加物に関する当センターの過去の調査結果を

みると、一部の既存添加物から残留溶剤、残留農薬等

が検出された例がある。つま り、天然物から製造され

る健食素材 も既存添加物 と同様に、有害物質を含有し

ている可能性が考えられる。 さらに、その有害物質の

摂取量は、添加物用途(食 品中数%)で 使用 された場

合に比べて顕著に多いことと、喫食者に病人や高齢者

が含まれることを考え合わせ ると、健食素材の有害物

汚染実態を調査する必要がある。

そこで、当センターでは平成12年 度に、既存添加物 と併

用 される健食素材等について、有害物質の調査を行い、

その安全性の評価を行った。その結果、一部の健食素

材から微量の残留溶剤や、残留農薬と疑われる物質が

検出され、その実態が明らかとなってきた3)。

本年度も引き続き、(1)既存添加物と併用される健食

素材や、(2)既存添加物に分類できる健食素材について

汚染実態調査を行った。 さらに、既存添加物の健康食

品への使用状況等を把握するため、これまで収集 した

検体のアンケート調査結果をまとめた。

イ 調査方法

(ア)調 査期間

平成13年4月 から平成14年3月 まで

(イ)実 施方法

健康食品素材製造者、食品添加物製造者及び健康食

品素材卸からの買上げ、任意提供により検体を採取し

た。また、これまで収集 した118検 体(平 成12年 度～)

の製造者に対して郵送式アンケート調査を行い、検体の用途、

原料原産国等を調査 した。

(ウ)検 査機関

都 立衛生研究所 生活科学部 食品添加物研 究科

添加物研究室

(エ)調 査検体

表4-5-18に 平成12～14年 度調査検体及び検体数を

示す。検体選定の条件は、アで述べた条件(1)(2)に加え

て、含有される有害物質の摂取量、抽出による有害物

質の濃縮、都民の関心の高 さ等を勘案 し、以下(1)～(5)

の条件を設定した。

(1)既 存 添加 物 と併用 されて いる健食素材。

(2)添 加 物 として使用 した場合、「既存添加物名簿」収

載 品に該当す る健食 素材

(3)健 康 食 品の主成 分 と して使 用 され ている(摂 取量

が相対的 に多 い。)、 あ るいは強調 表示 され ている成

分

(4)天 然 物抽出物 であ るこ と。

(5)市 場 調査を行 い、店頭及び広告等で広 く販売 され

てい る健康食 品の素材

なお、今回収集 した90検 体 中、本年度は原材料が植

物 由来の47検 体 につ いて検査を行 い、動物 由来の検体

と一部の植物由来で検体数が少ない ものについては、

平成14年 度に検査 を行 うことに した(表4-5-18)。

ま た、平成12～14年 度 調査検 体の内、アンケートを回収

した検 体数 を表4-5-18に 示 す。

(オ)検 査項 目及び検 査法(表4-5-19)

【検 査 項 目設 定につ いて】

食 品添加物の成分規格 、製 造基準が設定 され てい る

調査検体 については 、成 分規格 に該 当す る検査(重 金

属 、 ヒ素 、残留溶剤等)は 行 わなかった。 これ は、本

調査 の 目的 が規格基 準の確認 ではな く、規格外 の有害

物 質に関す るモニタリング調査 であるためであ る。

ウ 調査結果及び考 察

(ア)ア ンケート調査 結果

平成12年 度か ら収集 した118検 体 の内、重複 した検

体 を除いた106検 体 の製造者 に対 してアンケート用紙 を郵

送 し、102検 体 の回答 が得 られた(回 収率:96.2%)。

a調 査検 体の用途(図4-5-5)

調 査検 体(102検 体)中 、その用途 は健食素材43%、

食 品添加物35%、 健 食素材 と食品添加 物を併用 してい

る検体は21%(21検 体)を 占めた。用途を併用 した検

体の代表例 としてd-α-ト コフェロール(3製 品)、 キトサン(7製

品)等 が挙げ られ た。 これ らの結果か ら既 存添加物 が

添加 物用途だけでな く、健食素材 として も使用 され て

い る実態が明 らか とな った。

一方
、食 品添加物 用途 と回答 された36検 体 中、22

検 体は着色料であった。 しか し、天然色素の成 分(カロテ

ノイド、アントシアニン、クルクミノイド等)の 生理活性機 能は、健康

食品の素材 として注 目されてお り、今後健食素材 と し

て使用 され る可能性 が ある。 よって、今回汚染実態調

査 を行 う意義 は十 分 ある と考 え られ る。
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表4-5-18平 成12～14年 度 調査検 体

カッコ内数値はアンケート回収数

表4-5-9検 査 項 目及び検査法

図4-5-5調 査 検体 の用 途

図4-5-6原 材原産国の国内外比率

(複数回答)

図4-5-7動 物起源 の原材原産国の

国内外比 率(複 数回答)

図4-5-8植 物起源の原材原産国の

国内外比率(複 数回答)
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b調 査 検体の原材料

原材料 の国産 ・輸 入別 比は それ ぞれ50%を 占 めた

(図4-5-6)。 しか し、原材 料 を動物 由来 と植物 由来に

分類 す ると、輸入品の割合は、動物由来原材料 の25%

に 対 して、植物 由来は59%で あ った(図4-5-7、4-5-8)。

動 物 由来原材料の多 くは、キチン・キトサン、(未)焼 成カル

シウムの原材料であ るカニ殻 、貝殻等 の海産物で、国内で

の調 達が容易であるた め輸入品比率が低い と考え られ

た。

一方、植物 由来の原料原 産国の内訳(上 位5力 国)

をみ る と、中国、ブラジル、インド等が上位 を占めた(図

4-5-9)。 財 務省貿易統計(平 成13年 分 速報)に よる と、

中国 をは じめとす るアジア地域 か らの野菜 ・果実の輸入

量 は全体 の50%以 上 を占めてお り、添加物 ・健食 素材

の原材料 において も、 これ らの地域 の依存度 は高 い と

予測 され る。

図4-5-9植 物起源 の原材原産 国上位5力 国(複 数回答)

c調 査検体の販売先及び使用実態

調査検体の販売先は、食品製造業者、健食製造業者

及び問屋に分類された(図4-5-10)。 健食素材は販売

先の製造業者でさらに加工されて、健康食品として都

民に販売されていた。

そこで、健食素材65検 体の製造者に対して、販売

された健食素材が、どのような健康食品に使用 された

か、またその配合率について問 うたところ、把握 して

いる健食素材製造者は32%に とどまった(図4-5-11)。

このことから、大部分の健食素材は、販売先の健康食

品製造者によって、その配合率や摂取方法が決められ

ていることがわかった。

図4-5-10調 査検体の販売先

(複数回答)

図4-5-11健 康 食品素材の

健康食品への使用実態

dま とめ

アンケート調査結果(102検 体)か ら、一部の既存添加物に

おける健食素材用途の実態、植物由来原材料の輸入品

比率の高さ及びその原産国は中国が最 も多かったこと、

等が明 らかになった。

今回の調査結果は、モニタリング調査における検体選定

や検査項目の設定をする上で、貴重な情報であると考

える。これまでの文献調査等で、健食素材 と併用 され

る既存添加物や、その使用実態に関す る文献は見いだ

されてお らず、今後の検体選定において本調査結果は

基礎資料 となる。また、中国産農産物が健康食品の原

材料として使用 されるケースが多いことと、最近、中国産

野菜において残留農薬基準違反例が多いことを考え合

わせ9)、今後は検査項目として 「残留農薬」を強化す

る必要性が、アンケート調査から示唆された。

さらに、健食素材製造者は、販売した自社製品が、

健康食品製造者でどのように使用(配 合)されているの

か十分に把握 していなかった。つまり、健食素材か ら

有害物が顕著に検出された場合、消費者の有害物質摂

取量を算出できず、健食素材中の有害物質濃度が許容

範囲内かどうかを評価することはできない。よって、

今後の行政対応 として、健食素材に衛生上の疑義が発

生した場合、その評価には市場に流通する健康食品に

ついても調査を行 う必要があると考えられた。

(イ)有 害物質汚染調査

本調査の調査検体は、既存添加物 と健食素材の2面

性を持つ。そこで、検査結果の評価は、食品衛生法の食

品及び食品添加物の成分規格、通知等に基づいて行っ

た。

また、既存添加物には食衛法に基づく成分規格、製

造基準以外に、日本食品添加物協会による自主規格、

さらに、健康食品においては、(財)日 本健康 ・栄養食

品協会による 「健康食品規格基準」及び厚生省通知昭

和63年 、衛新第19号 の指針に基づく 「健康食品の摂

取量、接種方法表示の手引き」(以下 「摂取量の手引き」

という。)がある。今回の調査ではこれ らの資料も参考

にした。

a重 金属

(a)重 金属検出状況

重金属は、ヒメマツタケ抽出物3製 品からCd0.2～4.3μ

g/g、 同抽出物2製 品からHg0.02～0.14μg/g、As

0.8～2.7μg/g、 レイシ抽出物1製 品からAs0.9μg/g

検出された。今回、重金属を検出したのはキノコを原材料

とする検体のみで、他から重金属は検出されなかった。

食品衛生法における食品中の重金属の規制は、農産

物11品 目(リンゴ等)の 残留農薬基準におけるAs(1～

3.5μg/g)、 精白米中のCd(0.9μg/g)規 制値及び魚介

類中のHg(0.4μg/g)暫 定規制値がある。今回の調査で

上記規制値を超えたのは、ヒメマツタケ抽出物Eか ら検出さ

れたCd(4.3μg/g)の みであった。

(b)キ ノコ由来健食素材におけるCd検 出要因

そこで、昨年度 と今年度検査 した調査検体の内、キノ

コを原材料とする健食素材のCd検 査結果と、原料原産

290



第四章 食品機動監視班(食 品環境指導セ ンター)に よる監視事業

国を表4-5-20に ま とめた。 ヒメマツタケ抽出物の原材料 は、

国産品のほかに、台湾産 、中国産、パラグアイ産 で、Cd4.3

μg/g検 出 した抽 出物Eの 原材料 は中国産 ヒメマツタケだっ

た。一方、レイシ抽出物の原材料 は国産 品と中国産が使用

され ていた。

キノコ由来 の食材 か ら重金属 が検出 され る要因 として、

キノコの重金属 を蓄積 しやす い性 質が挙げ られ る15)。 堀

越に よる と、キノコ中のCd平 均 濃度は1.4ppmで 、ある種

のハラタケ属キノコは特異的にCdを 濃縮 し、その濃度 は45～

299ppmに ま で達す る との報告が ある。ハラタケ属 のヒメマツタケ

も同様にCdを 濃 縮 して いる可能性が考 え られ る。

また、キノコの生育地 にお ける土壌 のCd汚 染 も検 出要

因の1つ である と考 え られ る。 米の場合 、鉱 山活動 に

よる汚染地 区で栽培 された 米中のCd濃 度は 、非汚染地

区に比べて高 いと報告 され てい る。 ヒメマツタケ抽 出物の場

合、輸入原材料を使用 した製 品か らCdが 検 出 され る傾

向があ り、原産国におけ るCd汚 染の可能性 が示唆 され

た。しか し、レイシ抽 出物 では 、逆に国内産原材 料 を使用

した製品か らCdが 検 出 されてお り、キノコ由来健食素材

のCd汚 染実態 を把握す るには、さらなるデータ収集 が必

要 である。

(c)安 全性 評価

Cdは 富山県神通川流域 で多発 した 「イタイイタイ病 」の原

因物質 とされ、昭和44年3月 、 当時の厚 生省は 「カド

ミウムによる環境汚染暫定対策」 を発表 し、Cd摂 取 量の

上限 を 「0.3mg/日/人 」 とした。 一方、 日本 人のCd1

日摂 取量はお よそ20～60μg/日 で 、食 品群別 のCd摂

取寄与率 は穀類が45.4%と 最 も高 い との報告 がある。

上記の報告 を踏まえ、ヒメマツタケ抽出物E(Cd:4.3μg/g)

の リスク評価 には、健康食 品への配合率及 び摂 取方法の情

報 が必 要である。しか し、アンケート調査の結果、抽 出物E

製 造者 は この ことつ いて把握 してお らず 、安全性評価

はできなかった。そのた め、安全確認 にはヒメマツタケ抽出

物Eが 使用 されたアガ リクス含有食品について、そのCd

濃 度及 び摂 取方法 を調査 し、総合 的に判断す る必要が

ある。

一方
、平成12年 度 に市販 のアガ リクス含有健康食品(5

製 品)に つ いて、同様 の汚染調査 を実施 してい る(表

4-5-21)。2製 品(顆 粒 、粉 末製剤)か らCd(0.2μg/g)

が 検 出 され、原材料 のヒメマツタケ抽 出物がCd汚 染を受けて

い ることが考え られ た。 また、アガ リクス含有食品の製剤

形態に着 目する と、粉末状 の製 品でCdが 検出 される傾

向が見 られた。 この ことは、原材 料のヒメマツタケの配合率

(濃度)が 、液体状 に比べ て粉 末状製品の方が高いこ と

が示唆 され 、アガ リクス含 有食品のCd汚 染調 査は、粉末 ・

顆粒状 製品 を優先的 に選 定す べきである と考 え られ る。

また 、Cdが 検 出 され たアガ リクス含有食 品D、Eの 内、

推奨摂 取方 法が表示 され たアガ リクス含有食 品Dに ついて

Cd1日 摂 取量 を試算 した ところ0.6μg/日/人 であった。

これ は、Cd摂 取基準(0.3mg/日/人)に 対 して0.2%で 、

摂取方法 に準 じて喫食 した場合 、Cdの 衛生上の問題は

小 さい と考 えられた。

表4-5-20キ ノ コ類を原材料 とす る健食素材 のCd検 査結果(平 成12～13年 度)

カッコ内数 字は、平成12年 度 に調査 した別ロットの検査結果

表4-5-21ア ガ リクス含有食 品のCd検 査 結果(平 成12年 度)
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b有 機 溶媒

(a)残 留 溶媒検出状況

結果 を表4-5-22に 示 す。8製 品か らメタノールが14～

350μg/g、5製 品か らアセトンが12～51μg/g、4製 品か ら

酢酸エチルが19～200μg/g検 出 された。

(b)検 出 要因

i.メ タ ノール

メタノールを検出 した8製 品 中、7製 品か らはエタノールも検

出 され た(表4-5-22)。 食 品に使用 され るエタノールには、

専売アルコール規格(H10.1.1施 行)が 設定 され 、発酵エタノー

ル95度1級 の場合、メタノール70ppm以 下 の規格があ る。植

松 らの報告 によると、香料の希釈用エタノールを分析 した と

ころ、29ppmの メタノールを検 出 してい る。以上の ことを考

え合 わせ る と、7製 品か ら検 出 されたメタノール(14～350

μg/g)は 抽 出、製剤化で使用 され たエタノール由来である

と考 え られた。

また、比較的高濃度の メタノール(90～350μg/g)を 検

出 したブ ドウ果皮色素、ムラサキヤマイモ色 素、ラカンカ抽出物Bは

添加 物 として製造 されてい るので 、抽 出溶媒 と して使

用 されたメタノールが残存 した可能性 も考え られ る。他の既

存添加物の一部 には製造時にメタノールを使 用 した場合 、残

存濃度50μg/gを 超 えない とす る製造基準 がある。上

記3製 品には製造基準 が設 定 されていないが、メタノール

が使用 された場合、食品衛生上残留す るのは好 ま しく

な いので、今後 も注意が必 要で ある。

昨年度 と今年度の調査結果 で、キダチアロエ抽 出物5製

品 中4製 品か らメタノールが高率 に検 出 され た(表4-5-22)。

特 に、抽 出物D(平 成12年 度)か らメタノールが比較的高

濃度(740μg/g)検 出 された ため、抽 出物Dの 製造者

に対 して製造時における有機溶媒 の使 用状 況を確認 し

た ところ、熱水以外 は全 く溶 媒 として使 用 していない

との回答を得た。よって、製造所 内でのコンタミネーション等 が

考 え られ たが、原因は未 だ不明なので再調査を行 う予

定 であ る。 また、食 品添加物 と健食素材用途を併用 し

て いる抽 出物Bか らは、2年 連続 してメタノールのみが検 出

され ているので、抽 出にメタノールが使用 されてい ると考 え

られ た。

(注)平 成13年4月 「アルコール事業法」の施行に と

もない、 「アルコール専売法」 は廃 止 され、政府 によるアルコー

ルの品質 規格は存在 しない。 しか し、アルコールは現在 も

NEDO(新 エネルギー・産業技術総合開発機構)で 一括販売 さ

れ てい るので、専売アルコール規格 に準 じたアルコールが流通 し

てい る。

ii.ア セ トン

食 品に使用 されるエタノールには、前述 の専売アルコール規格

(発 酵エタノール95度1級)の 場合、アセトン20ppm以 下(他

の7種 の有機溶媒 との合 計)の 規 格があ る。したが っ

て、エタノールを検 出 してい るブ ドウ果皮色素 、トマト色素E、

プ ロポ リス抽 出物Aな どは、エタノール由来のアセトンが一部検出

され た可能性 が考 え られ た。また、アセトンは添加 物製造

で使用 できる溶媒 で もあるので、エタノールが検 出されなかっ

たトマト色素D、E(29、39μg/g)、 ラカンカ抽 出物A(18μg/g)

は 、抽 出溶媒 としてのアセトンが一部残存 した とも考 え ら

れ る。

iii.酢 酸 エ チル

酢酸エチルは、天然 に存在す る香気成 分で あるため 、

天然物抽 出物か ら検出 され る場合 が考 え られる。 一方

で、添加物 製造で抽出等に使用 された酢酸エチルの残留 、

着香料 としての添加等、人為 的な要因 も考え られた。

酢酸エチルは、変性アルコールの変性剤 として も知 られて い

る。現行の 「アルコール事 業法」では変性アルコールの概念は な

く、流通上は変性行為が成 され ていないアルコール(エタノール

90度 以 上)に 限定 される。 したが って 、アルコールの許 可

使用者(食 品製 造者)が 、アルコールを使用 して食品 を製 造

す る際 には、酒類原料への不正使用 を防止す るために 、

原料 として変性剤 の添加が義務付け られ る場合 があ り、

この変性剤(食 品香 料No.2)に 酢 酸エチルが含 まれ る。 平

成12～13年 度 のプ ロポリス抽出物 の結果(表4-5-23)か ら、

プ ロポ リスのエタノール調 製品のみか ら酢酸エチルが検出 され て

いるので、製造 時に添加 された変性剤 由来 の可能性 も

考え られ る。 一方、プロポリスのエタノール調製 品は製 造時に

必ず しも変性剤 を添加す る必要は ないので(経 産省確

認 済)、 旧法の変性アルコールが使用 された場合 等、様 々な

原 因が考え られ る。酢酸エチルは合成 アルコール使 用時に添加

され る変性剤 で もあ るので、プロポ リス製造者 に対 して、

食品衛 生法上使 用で きる発酵エタノールの使 用確 認、変性剤

添加の有無 を調 査す る予定であ る。

(c)安 全性 評価

食 品衛 生法 にお ける食 品中のメタノール規制値 として 、

酒精飲料中のメタノール濃度0.1%(1000μg/g)が あ る。今

回の調査で1000μg/gを 超 える製品はな く、ただ ちに

衛生上の 問題 が生ず ることはな い と考え られ る。

アセトンの最 大検 出濃度 はプロポ リス抽 出物Aの51μg/g

で あ ったが、通常プロポ リス食品は水、ジュース な どに混

ぜ られて喫食 され るので、衛 生上の問題は小 さい と考

え られ る。

酢酸エチルは、着香料 としてチューインガ ムに1000～1500ppm

程 度 使用 され るので20)、今 回の検出値は通常 の食 品の

使用範 囲内で ある と考 え られ る。

c残 留農薬

(a)残 留 農薬検 出状況

結果を表4-5-24に 示 す。47製 品 中27製 品 か ら総臭

素が2～567μg/g検 出 された。他 の農薬17種 類 につい

ては分析不能 の ものを除き、すべて の調査検 体で検出

限界以下だ った。

今回の調査で 、ラカンカ抽出物Cか ら総臭 素が最大567

μg/g、 キダチアロエ抽出物A～Cか ら69～126μg/g、 サイリウム

シードガムA、Cか ら35～140μg/g検 出 された。その他 の

製品の総臭 素濃度 は12μg/g以 下 で、Roughanら が 報

告 している農 産物の臭素バ ックグラウンド値(10μg/g)と 同
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等で あった。 よって、12μg/g以 下 の臭 素を検出 した

製品 につ いては、土壌等 の天然由来の 臭素 が検出 され

た と考え られ る。

(b)総 臭 素の検出要 因

著者 らは平成12年 度 の報告で、天然 添加物のカンゾウ

抽 出物 について、総臭 素検出要因の分析 を行 ってい る。

総臭 素の検 出要因 として 、(1)原材 料収 穫 後 の臭化メチル

くん蒸 由来、(2)製造 中にお ける臭素濃 縮 、(3)NaClの 不

純物 由来 、(4)土壌 くん蒸 由来、(5)自然 界 のバ ツクグラウンド

等 を示 した。今回の調 査では、これ らの 要因 を参考に

した。

昨年度検査 したキダチアロエ抽出物B、 サイリウムシードガムD、

レイシ抽 出物Bか ら、本年 度 と同様 に総臭素 が検出 された

た め、臭素に関す るアンケート調査を行った。これ らの調査

結果 と、本年度の検査結果 をまとめて表4-5-24に 示す。

i.キ ダ チアロエ抽出物(表4-5-24)

キダ チアロエ抽 出物の原 料原産 国は 日本 、韓 国産で、す

べ ての検 体か ら比較的 高濃度の総臭 素53～131μg/g

検 出 され た(表4-5-24)。 ま た、特徴的 なデータとして原

料原産 国にかかわ らず 、すべての検体 か ら塩 化物イオ

ンが2.3～2,6%(NaCl換 算)検 出され た。 平成12年 度

に検査 したキダチアロエ抽 出物Bの アンケート調 査結果 か ら、栽

培 土壌 くん蒸の有無は不明 なものの、原 材料収穫後の

臭化メチルくん蒸及び製造時 のNaCl添 加 はな く、臭素の

混入経路 は特 定できなか った。

ii.サ イリウムシードガ ム、ラカンカ抽 出物、 レイシ抽 出物(表

4-5-24)

サイリウムシードガム、ラカンカ抽出物の原材料 はすべ て輸入品

であった。また、検 出 された総臭素の濃度 はN.D.～567

μg/gと 検 出濃度にバラツキが見 られ た。

そ こで 、サイリウムシードガ ムD(平 成12年 度 検体)の 製造者

に対 してアンケート調査 を行 ったが、原材 料 への臭化メチルく

ん蒸 の実施 は不明であ った。輸入原材 料 へ の臭化メチル

くん蒸 については、昨年 度の 「カンゾウ抽 出物」の調査 で

も、そ の実施 について把握 していない製 造者 が多か っ

た。 しか し、検出 され た臭素濃度のパラツキや 、輸入農産

物 が植 物防疫上の臭化 メチルくん蒸を受 け る可能性が あ

る ことを考慮す ると、10μg/g以 上 の総 臭素 を検出 し

たサイリウムシードガムA、C、 ラカンカ抽出物Cの 臭 素混入経路の

一 つ として
、輸入原材料へ の臭化メチルくん蒸 が考 えられ

た。

また、総臭素26μg/g検 出 したレイシ抽 出物Bは 、アンケ

ート調 査 か ら原材 料の中 国産マンネンタケが臭化 メチルくん蒸 を

受 けた可能性 が示 され たので、くん蒸剤 由来の臭素が

検 出 された と考 えられ る。

(c)安 全 性評価

FAO/WHOで 設 定 され た臭素のADI値(1mg/kg/day)よ

り、成人 の標準体重を50kgと した場合 、ADIを 超 える

摂 取量はキダチアロエ抽 出物A(126μg/g);382g、 サイリウムシード

ガムC(140μg/g);357gで あ る。 「摂取 量の 手引き」 に

よると、1日 摂 取量(目 安)は キダチアロエ粉末;1～2g、 食

物繊維;10gと 提 示 されている。この ことか ら、「摂取

量の手引き」12)に 準 じて喫食 した場合 、衛 生上 の問題

は小 さい と考 え られ る。

また、ラカンカ抽 出物 は 「天然物便 覧14版 」に よる と

甘味度 はシ ョ糖 の約300倍 と され 、甘 味料 として食 品

に0.7～3%添 加 す るので、添加物用途 では臭素の問題

は小 さいと考 え られ る。 しか し、健康食品 としては、

インターネットで 「ラカンカ」を検索する と、低カロリーの砂糖代替 食

品 として使 用 され る場合や、湯で薄 めて飲む場合等 、

様 々な摂取方法 が紹 介 されてい る。 したがって、ラカンカ

抽出物の安全性 は、市場 で販売 された最終製 品中の臭

素濃度や摂 取方法等 を調査 して総合的に判断す る必要

が ある。

エ ま とめ

本調査か ら、今 後調査すべ き健食素材(既 存添加物)

と して、以下 の調査検体が挙げ られ た。

(1)Cd4.3μg/g検 出 したヒメマツタケ抽出物

(2)総 臭 素567μg/g検 出 したラカンカ抽 出物

(3)メ タノールを検 出 したキダチアロエ抽 出物

(4)酢 酸エチルを検 出 したプロポ リス抽 出物(エタノール調製品)

今 回の調査 では 、「健康食品の摂 取量、接種 方法表

示 の手引 き」等 を参考に、有害物質 を含有する既 存添

加物 ・健食素材 の安 全性 を検討 した。 しか し、食 品衛

生法上、健康食 品の摂取方法、摂取量に明確 な規制 は

存在せず、製造者又 は消費者の判断に任せ られ る状 況

で ある。 このた め、本調査で想 定 した摂取量よ り過大

に喫食 されて い る可能性が ある。

そこで、来年度 は安全性が不明の上記(1)(2)を使 用 し

た健康食 品を含 めて 、広 く市販 され ている 「アガ リクス含

有食品」、 「ラカンカ含有食品」について買上等によ り検体

を採集 して、当該有害物濃度及 び摂 取方法か ら、安全

性 を評価 す る予 定で ある。

今回調査 した検体 の大部分は国産品であるが、表示

上輸入品 と判断 できたトマト色素C、D、E3製 品 中2製 品

か らアセトンが検 出 された(表4-5-22)。 当センタ一におい て、

海外 で製造 され た輸入添加物等 に関す る衛生学的データ

は蓄積 されてお らず、その実態は不明な部分が多い。

また 、近年の食衛 法違反品の多 くが輸入食品である こ

とを考慮す ると、今後 は輸入食 品 とともに、輸入添加

物、輸入健食 素材等 について も、各国の法規制の文献

調査や衛生学的 なデー タ収集を行 う必要があると思わ

れ る。

オ 参考文献

(1) 健 康 流通 新聞 (ニューマガジン社)

www.newmagazlne.ne.jp

(2) 平 成11年 度 先行調査報告 「化 学的合成品以外の

添加物 にお ける有害物質等 の含 有実態調査」

(3) 平成12年 度 先行調査報告 「既存添加物等におけ

る有害物質 等の含有 実態調査」

293



第四章 食品機動監視班(食 品環境指導センター)に よる監視事業

(4) 食 品 と 化 学2、p34 (2002)

(5) JAFAN21 (5) 189-194 (2001)

294



第四章 食品機動監視班(食 品環境指導センター)に よる監視事業

表4-5-22キ ダ チアロエ抽 出物の残 留溶 剤検査結果(平 成12・13年 度)

*:平 成12年 度 検 体 キダチアロエ抽 出物Bは 別 ロットを12～13年 度 に測定

表4-5-23プ ロポ リス抽 出物、プ ロポ リス食 品の酢 酸エチル検査結果(平 成12～13年 度)

*:プ ロポリス抽 出物Bは 各年度に別ロットを検査

表4-5-24キ ダ チアロエ抽 出物、サイリウムシードガム、ラカンカ抽 出物 、レイシ抽出物にお ける総臭素の検査 結果(平 成12,13年 度)

及 びアンケート調 査結 果(平 成12年 度 検体 のみ)

*:平 成12年 度 検 体 平成12、13年 度 のキダチアロエ抽 出物Bは 別 ロットを各年度 で測 定

**:食 衛 誌41(6),397-400(2000)よ り抜 粋
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(5)合 成樹脂製器具類の内分泌かく乱化学物質実態調査

ア 調査目的

当班では、環境 リスク低減に向けた新たな取組の検

討 としてぐ環境ホルモンの現状を把握するため、『東京

都環境ホルモン取組方針』に基づき、『食器等から溶出

する物質等に関す る調査』を先行調査のテーマとして

実施 している。

平成12年 度から3年 計画で優先 して リスク評価に取

り組むべき物質 として環境庁の 『内分泌撹乱化学物質

問題検討会』で選定された8物 質に含まれる 『ノニル

フェノール』を中心に合成樹脂製器具類の実態調査を行

った。

イ 調査方法

(ア)調 査期間

平成12年4月 から平成14年2月 まで

(イ)実 施方法

市販の合成樹脂製器具類の中か ら原料樹脂の異なる

商品を選定し、合計277品 目(買 上126品 目及び収去

品151品 目)に ついて調査を行った。

(ウ)検 査機関

食品添加物研究科容器包装研究室

(エ)検 査項目

a材 質鑑別

b材 質試験(そ の他)

平成12年 度はノニルフェノールとオクチルフェノール

の検査を行った。その結果、オクチルフェノールは検出

されなかった。 したがって、平成13年 度はノニルフェ

ノールのみの検査を行った。

c溶 出試験(そ の他)

溶出試験は検体の使用実態に即 して行うこととした。

ノニルフェノールの含有を確認 した検体にまずn-ヘ プ

タン(油脂性食品)を 用いた溶出試験を行った。その後、

必要に応 じ順次20%エ タノール(酒 類)、4%酢 酸(酸 性

食品)、水90℃(高 温使用)及び水60℃ の溶出試験を行

った。

ウ 検査方 法

a材 質鑑別

検体の赤外分光吸収 スペ ク トル を標準品 と比較 して

材質鑑別 を行 った。

bノ ニル フェノールの試 料の調製 法

(a)材 質 試験

クロロホル ムに溶解 した もの、又 はクロロホル ムで

抽出 した もの を試料 とした。

(b)溶 出試 験

材 質中に含 有が確認 され た試 料に食 品疑似溶媒 を満

た し以下の条件 に従 って溶 出 し、試 験溶液 と した。満

たせない ものは1cm2当 た り1mlの 割 合の溶媒 で溶 出 し

た。

cノ ニルフェノールの測定法

材質試験 はガスクロマ トグラフ質 量分析計(GC-MS)、

溶 出試験 は電 気化学検 出器付 き液 体 クロマ トグラフィ

-(HPLC-ECD)に よ り定量 を行 い、検 出 したものについ

てGC-MSに よ り確認 した。

ウ 調査結果

(ア)調 査 品 目の表示 上の材 質名

原料樹脂 等の表示があった もの231検 体 、表 示の な

いものが46検 体で あった。

(イ)材 質鑑別

材 質 鑑 別 の 検 査 結 果 は 次 の とお りで あ る。(表

4-5-25)食 品 に接す る面の材 質について分類 してい る。

一番多か ったのは
、ポ リプロピレンが94検 体であ る。

ポリスチ レンが59検 体、発泡ポ リスチレンが9検 体 、AS

樹 脂16検 体 、ABS樹 脂4検 体であ る。 ポリエチレンが

30検 体 、ポ リウレタン塗装 が19検 体、ポリカーボネー ト

が13検 体 、ポ リメタクリル酸 メチルが12検 体であ った。

また、ポ リアミドが6検 体 、ポリメチルペンテンが4検

体、メラミンが4検 体、 ポリエチレンテレフタレー トが3

検体 、エチ レン酢酸 ビニルが2検 体 であった。 ポ リエー

テルサルホン及びエーテルサルホンが各1検 体 であった。

表4-5-25材 質 鑑 別 と材 質 試 験(ノ ニル フェ ノール の 検 出)
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(ウ)材 質試験

277検 体 中29検 体 か らノニルフェノールを検 出 した。

(表4-5-25)

ポ リプロピレン1検 体 か らノニル フェノール16μg/g検

出 した。ポリスチレン9検 体 か ら2～750μg/gの 範 囲で

検 出 した。発泡 スチロール2検 体 か らそれ ぞれ4μg/g

検 出 した。 ポリエチレン1検 体か ら30μg/g検 出 した。

ポリウレタン塗装11検 体か ら18～230μg/gの 範 囲で検

出 した。ポ リカーボネー ト3検 体 か ら18～24μg/gの 範

囲で検 出 した。 ポリメタクリル酸 メチル2検 体か らそれ

ぞれ66及 び80μg/g検 出 した。

デ ィスポカップ3検 体か らノニルフェノール61～680μ

g/gを 検 出 した。(表4-5-26)デ ィスポパ ック1検 体か

ら60μg/g検 出 した。 ディスポ食器1検 体か ら2μg/g

検 出 した。デ ィスポ容器2検 体か らそれぞれ4μg/gを

検 出 した。

ほ乳器1検 体(ミ ルクケース)か ら19μg/gを 検 出 した

計量 カ ップ1検 体か ら24μg/gを 検 出 した。

食器汁椀10検 体 か ら18～230μg/gを 検 出 した。調

味料入1検 体か ら18μg/gを 検 出 した。

電気器 具 ジューサ12検 体か ら66、88μg/gを 検 出

した。

平成12年 度 に買上品 を、再度平成13年 度 に買い上

げた7検 体があ る。 この うち3検 体の含有量 はnd又

は2μg/gと 平 成12年 度 の検体 よ りかな り低か った。

逆に3検 体では高 くなってお り、同 じ製品で も買上げ

時期に よ り含有量 の違 いが認め られ た。

(エ)ノ ニル フェノール の溶出試験

ノニルフェノールを検 出 した28検 体及びその他の11

検 体 計39検 体 に溶 出試 験 を実施 した。(表4-5-26)

n-ヘ プ タンを用 いた溶出試験 では39検 中6検 体か ら

ノニルフェノールが5～650ng/cm2溶 出 した。ポ リスチレ

ンのカ ップ(4検 体)、 ポリメタクリル酸メチル の電気器

具 ジュー サー(1検 体)で は含 有量60μg/g以 上 の試

料か ら溶 出 した。含有量の多い もの がよ り多 く溶 出す

るす る傾 向が見 られた。ポ リプロピレン(1検 体)で は

含有量16μg/gの デ ィスポス トローか ら100ng/cm2溶 出

し、含有量 に比 して高い溶 出量が認 められた。溶 出 し

た試料 は ポリメタクリル酸メチル の電気器 具 ジューサ

ーを除 きすべて うす く軟 らかい ものであ った
。No.1,

10,12は 溶 出中に変形 した。ジューサーは硬 く、溶 出

量は5ng/cm2と 少 な かった。

20%エ タ ノール を用 いた溶 出試験 では26検 体 中3

検 体か ら6～12ng/cm2溶 出 した。 ポリスチレンの カッ

プ(2検 体)、 ポリプロピレンの ス トロー(1検 体)で あ

る。 いずれ もn-ヘ プタ ン溶出量 が多い もの である。

4%酢 酸 を用いた溶 出試 験では21検 体か らノニルフ

ェノールは溶 出 しなかった。

水90℃ を用いた溶出試験では19検 体中1検 体ス ト

ロー か らノニルフェノールが6ng/cm2溶 出 した。

水60℃ を用 いた溶 出試験 では18検 体か らノニルフェ

ノールは溶 出 しなか った。

その他の材質の検体か らの溶出はなか った。特に、

ポリウレタン塗装 され た食器汁椀10検 体 は材質中にノ

ニルフェノールが18～230μg/g検 出 されてい るに もか

かわ らず 、溶 出は全 くなか った。

エ 考察

本調査では、合成樹脂器 具類 か ら食品擬 似溶媒へ の

ノニルフェノールの溶出 を認 めた。

ポ リスチレン製 のデ ィスポカ ップで はn-ヘ プ タン、

20%エ タ ノー ル を用 いる とノニルフェノールが溶出 し

てい る。これは、脂溶性食品や酒 精飲料 にノニルフェノ

ールが溶 出す る ことと言 える
。 こ うしたカ ップに揚 げ

物 やアル コール飲料 を入れ て使 用すれ ば ノニルフェノ

ールを摂取する こととなる
。ノニルフェノール750μg/g

を検 出 したカ ップには 『油性食品 、アル コール飲料及

び かんきつ類 を入れ長時間放置 しない。』旨表示 して あ

った。

ポリメタクリル酸 メチル製 のジュー」サー ではn-ヘ プ

タンを用 いる とノニルフェノールが溶 出 してい る。これ

は溶 出量 が少 ないことか ら油脂性 食品 に使用 しなけれ

ば問題 はない と考 えられ る。

ポ リプロピレン製ス トロー41検 体 中1検 体のみが ノニ

ル フェノールを検 出 し、n-ヘ プタン、20%エ タ ノール 及

び水90℃ を用い るとノニルフェノールが溶出 してい る。

ス トローで油脂性食品やお湯 を飲 む ことは少ない と思

え る。

種々 の材 質 にポリウレタン塗装 を した汁椀では材質

に ノニルフェノールが含 まれていて も、溶出が認 め られ

なか った。 ポリウレタン塗装に よ りノニルフェノールの

溶 出が防止 され ている と思 われ るが、 しか し、使用頻

度や使 用方法に より塗装 のはげ落 ちな ども考え られ る

た め、使用 限度 を定 めるな どの対策 も必要 と思われ る。

オ ま とめ

合成樹脂器具類277検 体 中29検 体 か らノニルフェノ

ールを検出 した
。

食品擬似溶媒 を用 いた溶出試験 では、n-ヘ プタンを

用いた溶 出試験 で39検 中6検 体 、20%エ タ ノール を用

いた溶 出試験で26検 体 中3検 体 、水90℃ を用いた溶

出試験 では19検 体 中1検 体それぞれ ノニルフェノール

を検出 した。4%酢 酸及 び水60℃ を用 いた溶出試験 で

は、 ノニルフェノールは溶 出 しなか った。

平成13年 度 に再 買い上げ した7検 体の うち3検 体の

含 有量は平成12年 度の検体 よ りも低 かった。逆に3

検 体では高 くな ってお り、同 じ製 品で も買上げ時期 に

よ り含有量 の違 いが認め られた.
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表4-5-26材 質試験と溶出試験結果一覧 材 質 試 験 μg/g溶 出 試 験ng/cm2

298



第四章 食品機動監視班(食 品環境指導センター)に よる監視事業

(6)生 食用食品における寄生虫類実態調査

ア 調査 目的

昭和20年 代、日本で 「寄生虫症」は結核とともに国

民病と言われてお り、国民の70%以 上が寄生虫症にか

かっていた。 しかし、寄生虫撲滅対策や衛生環境の向

上などにより、患者数は昭和50年 代には1%未 満 と大

幅に減少 し、既に日本では寄生虫は消滅 したかのよう

に考えられていた。

ところが、近年のグルメブームに加え、鮮魚、活魚

などの低温 ・広域流通の発展に伴い、国内で魚介類の

生食を原因 とするアニサキス、旋尾線虫、顎 口虫など

によるあまり経験のなかった寄生虫症が増加 している。

さらに、世界各国から様々な食品が大量に輸入 される

ようになったため、未知の寄生虫への感染の可能性 も

高くなり、健康被害が懸念される状況となっている。

平成9年9月 、厚生省(現 厚生労働省)は 、これま

で経験することのなかった原虫による集団下痢症が国

内外で頻発したことから、食品衛生調査会食中毒部会

食中毒サーベイランス分科会において、食品媒介の寄

生虫疾患対策について検討を行った。その結果、当面

の対策として、国内外の食品の寄生虫汚染実態及び当

該疾患の発生状況についての情報把握などの方針を示

した。

このような状況下、当班では、平成10年 度か ら、都

内に流通する 「生食 される食品」について、輸入国産

を問わず、寄生虫の感染実態調査を行ってきた。また、

平成11年 度に都内で、時サケの刺身が原因食 として

考えられる裂頭条虫感染事例が起こったことから、昨

年度から都内に流通する時サケを中心にサケ ・マス類

の裂頭条虫について調査を行った。サケ ・マス類には

アニサキスが高率に寄生していることから、アニサキ

スについても調査を行った。その他、シラウオの横川

吸虫における追加調査、未加熱で喫食す るミネラルウ

ォーター、生鮮果実類、カキの寄生虫類実態調査につ

いても併せて報告する。

イ 調査方法

(ア)調 査期間

平成12年4月 から平成13年12月 まで(継 続)

(イ)実 施方法

卸売市場内仲卸及び都内販売店(デパート・スーパー)

から購入

(ウ)検 査機関

都立衛生研究所 微生物部 細菌第二研究科 寄生

虫研究室

(エ)検 査項目

表4-5-27の とお り

(オ)検 査方法

aサ ケ ・マス類

(a)裂 頭条虫

包丁で三枚におろした後、尾部より薄切 りにしなが

ら、肉眼により筋肉中のプレロセルコイ ドを観察 し、

ピンセットを用いて取り出す。ゴールデンハムスター

にプレロセルコイ ドを飲ませて、便中の虫卵を確認 し

た後、開腹して虫体を回収する。

(b)ア ニサキス

包丁で三枚におろした後、内臓及び腹腔内面を肉眼

にて検査する。次に、主に側線下部の腹部側の筋肉部

をとり、手で少 しずつちぎりながら、肉眼によりアニ

サキスの幼虫を観察 し、ピンセ ットを用いて取 り出す。

bシ ラウオ 横川吸虫

シラウオを2枚 の板ガラスの問に挟んで圧平 した後、

実体顕微鏡を用いてメタセルカリアを観察する。シラ

ウオは100尾 を1検 体とする。

cミ ネラルウォーター 原虫類

ミネラルウォーター10Lを メンブレンフィルター(ボアサ

イズ1.2μm)で ろ過する。メンブレンフィルターをアセ ト

ンで溶解 した後、遠心沈殿を行 う。沈渣に対し免疫磁

気 ビーズ法を用いてクリプトスポリジウム等の原虫を精

製する。※無蛍光スライドグラスに沈渣を風乾しながら

塗布 した後、直接蛍光抗体法によ り染色 し、蛍光顕微

鏡で観察する。また、ノマルスキー型微分干渉顕微鏡で

形態学的観察を行 う。

d生 鮮果実類 原虫類

果実をガーゼに取 り、誘出液中で静かにゆす りなが

ら誘出 した後、誘出液の遠心沈殿を行 う。以下cの ※

以降と同じ。

表4-5-27検 査 項 目
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eカ キ

(a)原 虫類

カキを人工海水(4%食 塩 水)中 で一晩放置 した後、ガ

ーゼ を用 いてろ過 し
、ろ液 の遠 心沈殿 を行 う。以 下c

の ※以降 と同 じ。

(b)ギ ム ノフ ァロイデ ス

カキを包丁 で細切 した後 、人 工胃液 を加 えイ ンキュ

ベー トす る。 ガーゼ を用いてろ過 し、ろ液 の遠 心沈殿

を行 う。 沈渣 を実体顕微鏡 で観察す る。

ウ 調査結果

(ア)サ ケ ・マ ス類

平成12年 度か らの2年 間 で購入 したサケ ・マス類、

4魚 種148検 体 について、以下の とお り調査 した。

a裂 頭条 虫プ レロセル コイ ド(以 下 「プレロセルコイド」と

い う。)感 染状況の結果 を表4-5-28に 示 した。 次 に、

プレロセルコイドが検出 され た魚種 について、出荷地別 の感

染状況 を表4-5-29に 示 した。

検査の結果、サケ ・マス類148検 体 中32検 体 か ら

プ レロセル コイ ドが検出 された。時サケは37検 体 中

22検 体 が感染 してお り、陽性率59%で あ った。サクラ

マ スは64検 体中6検 体(陽 性 率9%)、 カ ラフ トマス

は20検 体中4検 体(陽 性 率20%)が 感 染 していた。

秋サ ケ27検 体か らはプ レロセル コイ ドは検出 され な

か った。 プ レロセル コイ ドの最大感染数はカ ラフ トマ

スでは1隻 であったのに対 し、時サケでは13隻 、サ ク

ラマ スでは15隻 であった。

プ レロセル コイ ドを検 出 した魚種の出荷地は4道 県

23地 域 で あ り、 うち4道 県15地 域 の もの からプ レロ

セル コイ ドが検 出された。時 サケの出荷地 は、54%が

北 海道 根室 であ った。

表4-5-28サ ケ ・マス類 の裂頭条 虫プ レロセル コイ ド感染 状況(魚 種別)

※:陽性検体におけるプレロセルコイドの隻数の平均

表4-5-29サ ケ ・マ ス類 の裂頭条虫プ レロセル コイ ド感 染状況(出 荷地別)

※:陽性数が2以 上の場合は最小値-最 大値を表す。
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bア ニ サキス幼虫(以 下 「アニサキス」 とい う。)感

染状況の結果を表4-5-30に 示 した。次 に 、出荷地別 に

アニサ キスの感染状 況 を表4-5-31に 示 した。

検査の結果、サケ ・マ ス類148検 体 中113検 体 か ら

アニサ キスが検 出され た。 時サケは37検 体 中33検 体

(陽性 率89%)、 サ クラマ スは64検 体中48検 体(陽

性 率75%)、 カ ラフ トマス は20検 体 中5検 体(陽 性率

25%)が 感 染 していた。また、秋 サケは27検 体す べて

が感染 してお り、平均感 染数 は22隻 であった。アニサ

キスの最大感 染数は、多い順 に秋 サケが161隻 、 サ ク

ラマスが54隻 、時サケが38隻 、カ ラフ トマ スが3隻

であ った。

出荷地は5道 県27地 域 であ り、すべての地域 の もの

か らアニサ キスが検出 された。

表4-5-30サ ケ ・マス類のア ニサキス幼 虫感染状 況(魚 種別)

※:陽性検体におけるプレロセルコイドの隻数の平均

表4-5-31サ ケ ・マ ス類 のアニサ キス幼 虫感染状 況(出 荷地別)

※:陽性数が2以 上の場合は最小値一最大値を表す。
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(イ)シ ラウオ

平成12年 度 か らの2年 間で購入 したシラウオ14品

目75検 体 について、横川吸虫 メタセル カ リア(以 下 「メ

タセル カ リア」 とい う。)感 染状 況の結果を表4-5-32

に 示 した。

検 査の結果 、シ ラグオ75検 体中35検 体 か らメタセ

ルカ リアが検出 された。茨城 県霞 ヶ浦産の シラウオ は

31検 体 中26検 体(陽 性率84%)が 感 染 してお り、平

均感染率47%、 シ ラウオ1尾 当た りの平均感染数5個 、

最大感 染数は294個 で あった。茨城 県 とだけ表示 され

ていたシ ラウオか らは、メタセル カ リアは検出 され な

か った。青森県、静岡県産の シラ ウオは、平均感染 率

がそれぞれ5%、11%で あ り、シ ラウオ1尾 当た りの

平均感染数は1個 未満、最大感染数 はそれぞれ1個 、2

個 で あった。
一方
、シラ ウオ あえもの及 びシ ラウオ軍艦巻 きのシ

ラウオ加工品か らはメタセル カ リアは検出され なかっ

た。

さらに、霞 ヶ浦産シラ ウオについて、月別 のメタセ

ルカ リア感 染状況及び 「加熱調 理用」表示の有無 を表

4-5-33に 示 した。

7月 は平均感染率61%、 シ ラウオ1尾 当た りの平均

感染数は1個 、最大感染数 は10個 で あった。10月 、

11月 は 、検体に よって差があ り、高い もので は平均感

染率が94～97%、 シラ ウオ1尾 当た りの平均感染数 は

9～18個 、最 大感染数は99～294個 で あったの に対 し、

低い ものでは、平均感染率 が3～6%、 シ ラ ウオ1尾 当

た りの平均感染数は1個 未満 、最大感染数は2～13個

で あった。

また、加熱調理用の表示 の確認 を行 った ところ、表

示の 「無」 が6品 目すべてで、 さ らに 「生食用 」の表

示が2品 目、加熱調理用の差 し込み があったがな くし

て しまい 、表示 をしないまま販売 されて いた ものが1

品 目あった。

表4-5-32シ ラ ウオの横川吸 虫メ タセルカ リア感染 状況(産 地別)

※1:1検 体中1尾 でも感染していれば陽性数として計上

※2.1検 体中のメタセルカリア感染率の平均

※3:販 売者住所:愛 知県 ※4:販 売者住所:福 島県

表4-5-33霞 ヶ浦産シラウオの横川吸 虫メタセル カ リア感染状況(月 別)及 び 「加 熱調理用 」表示の有無

※1:1検 体中1尾 でも感染していれば陽性数として計上

※2:1検 体中のメタセルカリア感染率の平均

※3:「生食用」との表示あり

※4:「加熱調理用」のさしこみがあったがなくしてしまい、表示なしで販売されていた。

(ウ)ミ ネ ラル ウォー ター

平成12年 度か らの2年 間で購入 した ミネ ラル ウォー

タ112品 目224検 体(表4-5-34)に つ いて検査を行 っ

た ところ、いずれの検体か らも原 虫類 は検出 され なか

った。

(エ)生 鮮果 実類

平成13年 度の1年 間で購入 した生鮮果実類11品 目

76検 体(表4-5-35)に つ いて検査 を行 った ところ、いず

れの検体 か らも原 虫類 は検 出 され なかった。

(オ)カ キ

平成12年 度 か らの2年 間で購入 したカキ11品 目184

検 体(表4-5-36)に つ いて検査 を行 った ところ、いず

れの検体 か らも寄生 虫類 は検 出 され なか った。
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表4-5-34ミ ネラル ウォーターの検査 品 目と検体数

表4-5-35生 鮮果実類の検査品目と検体数

表4-5-36カ キ の検査 品 目と検体数

エ 考察

(ア)サ ケ ・マス類

サケ ・マス類は裂頭条虫の第2中 間宿主であり、プ

レロセル コイ ドとして筋肉内に感染 している。その中

でサクラマスは、 日本では昔から刺身、マス寿司とし

て生で喫食する習慣があることから、裂頭条虫の最 も

重要な感染源と考えられてお り、今までにプレロセル

コイ ドの感染状況について多くの報告がある。しか し、

サケについては、プ レロセルコイ ドの感染状況はほと

ん ど調べ られていない。時サケは、ロシアのアムール

川に産卵のために戻 る途中、5月～7月 ごろ日本近海で

捕れる。産卵の準備を している段階のために身体全体

にたっぷ りと脂肪を含んでお り、美味 とされ、刺身 と

して喫食 される可能性 も高いと考えられる。

そこで、平成12年 度か ら、時サケを中心にサケ ・マ

ス類4魚 種、148検 体について、プレロセルコイ ドの

感染実態調査を行った結果、3魚 種、32検 体からプ レ

ロセルコイ ドが検出された。特に、時サケの感染率は

59%(37検 体中22検 体)と 高く、多いものでは13隻

も感染 していた。感染部位はいずれも、背ビレ・脂ビ

レ直下の筋肉内であった。これ らのことから、時サケ

(特に背部)を 生食 した場合、裂頭条虫に感染する可

能性が高いことが示唆された。

また、今回の調査では、サクラマスのプレロセル コ

イ ドの検出率は9%と 、文献値(検 出率は約30%)と

比較 して低かったが、15隻感染 している個体 もあった。

カラフ トマスでは陽性4検 体 とも感染数は1隻 と少な

かったが、陽性率は20%で あった。したがって、サク

ラマス、カラフ トマスについても、生食 した場合に、

裂頭条虫に感染する可能性があると考えられる。

現在、サケ ・マス類の裂頭条虫感染経路は十分に解

明されておらず、感染している裂頭条虫の種も定かで

ない。サケ ・マス類の裂頭条虫には、広節裂頭条虫及

び日本海裂頭条虫があり、広節裂頭条虫症は北欧、ロ

シア及び北米で、日本海裂頭条虫症は 日本で発生 して

いる。 このため、 日本に母川のない時サケ及びカラフ

トマスには広節裂頭条虫が、 日本に母川のあるサクラ

マスには日本海裂頭条虫が感染 している可能性が高い。

そこで、感染している裂頭条虫の種を同定するため

に、取 り出したプレロセルコイ ドをゴールデンハムス

ターに飲ませ、時サケとサクラマスについては成虫を

回収 した。 しかし、成虫レベルでも同定が難 しく、現

在、遺伝子解析を行っているところである。

アニサキスについては、サケ ・マス類4魚 種148検

体中、4魚種112検 体(陽 性率76%)か ら検出された。

カラフ トマスでは陽性率25%、 最大感染数は3隻 と比

較的低い値を示 したが、他の魚種では陽性率75%以 上

と高く、最大感染数も38隻 以上であった。特に秋サケ

は陽性率100%で あり、最大では161隻 感染 していた。

アニサキスは、サケ ・マス類に広範囲かつ高率に寄生

していることを改めて確認した。

今回の調査で、サケ ・マス類、特に時サケを生食あ

るいは加熱不十分で喫食 した場合、裂頭条虫に感染す

る可能性が高いことが示唆された。またアニサキスに

ついても、同様に感染する可能性が高 く、今回の結果

を消費者に情報提供し、注意を促 していきたい。

(イ)シ ラウオ

茨城県霞ヶ浦産のシラウオは高度にメタセルカリア

に感染 していること4}か ら、平成12年 度より、関係

団体が自主的に加熱調理用の表示をして販売すること

となった。今回は、その表示の確認を含め、継続 して

霞 ヶ浦産シラウオのメタセルカリア感染状況の調査を行った。

また、産地表示を必要としない軍艦巻き、和え物等加

工食品に対 しても調査を行った。

その結果、霞ヶ浦産のシラウオは6品 目31検 体中
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26検 体(陽 性率84%)が メタセルカ リアに感染してお

り、平均感染率47%、 シラウオ1尾 当た りの平均感染

数5個 、最大感染数は294個 であり、平成11年 度まで

の結果(16品 目58検 体、陽性率100%、 平均感染率

78%、 平均感染数18個 、最大感染数314個)と 比較す

ると低いものの、他の産地と比較 して高い平均感染率、

感染数であった。

さらに、霞ヶ浦産シラウオについて、月別の感染状

況を調べた。横川吸虫のセルカリアは水温が17℃ を超

え、20℃近くになると、第1中 間宿主であるカワニナ

から遊出すると考えられている。平均感染率及び感染

数において、7月が平成11年 度までの結果及び今回の

10月 、11月の一部 と比べて低いのは、水温がまだ低 く、

カワニナからのセルカリアの遊出が少ないためと考え

られる。

しかし、10月 、11月 でも、平均感染率が3-6%、 シ

ラウオ1尾 当たりの平均感染数は1個 未満、最大感染

数は2-13個 と、平均感染率、感染数 ともに非常に低い

値の検体があった。霞ヶ浦産として出荷されているシ

ラウオは霞ヶ浦(西 浦)と 、隣接する北浦の二つの湖

で捕れたものである。国立感染研究所で平成12年9

月から12月 までに霞ヶ浦産シラウオの調査を行った

結果、霞ヶ浦(西 浦)で のメタセルカリア感染率が3%

以下であるのに対 し、北浦では10月(92%)、11月

(98%)と 高い感染率であった6)。 霞ヶ浦(西 浦)の シ

ラウオでメタセルカリアの感染率が低い原因は、湖岸

整備が進み、沿岸の植生帯が減少 した結果、横川吸虫

の第1中 間宿主であるカワニナが生息できなくなった

ためと考えられる。一方、北浦では湖岸整備はあま り

進んでおらず、北浦の沿岸で採集されたカワニナから

は横川吸虫のセルカリアが検出されている。したがっ

て、今回、霞ヶ浦産シラウオが、検体によってメタセ

ルカリアの平均感染率及び感染数に大きな差があった

のは、捕れた場所の差による可能性がある。

また、霞ヶ浦産シラウオについて、加熱調理用の表

示がなされているか確認を行った ところ、今回の調査

検体においては、表示がなされないまま販売されてい

た。平均感染率、感染数が高い検体は、生食すると人

体に感染する危険性が非常に高い と考えられる。 した

がって、一律に産地を霞ヶ浦産と表示する以上、加熱

調理用の表示の徹底をはかる必要がある。

なお、産地表示を必要としない軍艦巻き、和え物等

加工食品に対 しても調査を行った結果、今回はメタセ

ルカリアの感染は認められなかった。 しか し、今後、

霞ヶ浦産のように高度にメタセルカ リアが感染したシ

ラウオが、産地表示を必要としない加工食品に使用さ

れる可能性はある。 したがって、今後も継続的に調査

を行って行く予定である。

(ウ)ミ ネラルウォーター、生鮮果実及びカキ

近年、国内外において、水系感染症として原虫症が

大きな問題 となっている。また、感染症発生動向調査

によると、今年 も原虫類による感染症の患者の発生が

報告されている。そこで、殺菌や除菌が行われていな

いミネラル ウォーターや原虫症の発生が報告 されてい

る国等から輸入 した生鮮果実、カキについて、原虫類

汚染実態調査を行った。

ミネラル ウォーターについては、昨年度から引き続

き、12品 目224検 体について調査を行ったが、いずれ

の検体からも原虫類は検出されなかった。今年度まで

の調査は、ヨーロッパ産を対象に実施したが、"お いし

い水"ブーム等により、今後銘柄の増加が予想 される。

このため、その他の原産国(中 国、韓国等)に も対象

を広げ、さらに通信販売商品 も含めて、調査を継続 し

ていく予定である。

生鮮果実や原料用果汁については、平成9年 度から

汚染調査を41品 目945検 体(今 年度分11品 目76検

体を含む。)について実施 してきたが、いずれの検体か

らも原虫類は検出されなかった。今後、新たな感染情

報がない限 り、生鮮果実の原虫類汚染調査は終了する

方向で検討 している。

カキについては、原虫類及び韓国で人体寄生例が報

告されているギムノファロイデス8)に ついても併せて

検査を行ったが、いずれの検体からも検出されなかっ

た。しかし、カキの生食による原虫症の発生は、近年

国内外で危惧されてお り9-10)、カキについては、来年

度以降も調査を継続する必要があると考える。

オ まとめ

今年度は、サケ・マス類の裂頭条虫及びアニサキス、

シラウオの横川吸虫、生鮮果実類、ミネラルウォータ

ー、カキについての寄生虫類実態調査を行った ところ、

以下の知見を得た。

(ア)時 サケ、サクラマス、カラフ トマスからプ レ

ロセルコイ ドが検出された。特に時サケの感染率

は高 く、生食あるいは加熱不十分で喫食した場合、

裂頭条虫に感染す る可能性が高いことが示唆 さ

れた。

(イ)す べてのサケ ・マス類からアニサキスが検出

された。アニサキスは、サケ ・マス類に広範囲か

つ高率に寄生 していることをあらためて確認 し

た。

(ウ)霞 ヶ浦産シラウオは、検体によってメタセル

カリアの感染率、感染数が大きく異なってお り、

捕れる場所の差による可能性が考えられた。

(エ)霞 ヶ浦産シラウオは、加熱調理用の表示がな

されないまま販売されてお り、表示の徹底をはか

る必要があると考えられた。

(オ)シ ラウオ加工食品にはメタセルカ リアの感染

は認められなかった。

(カ)生 鮮果実類、ミネラル ウォーター、カキにつ

いては、寄生虫類は検 出されなかった。
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1999年4月 の「感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律」の施行により、同年12月 、厚

生省(現 厚生労働省)は病因物質の種別にかかわらず、

飲食に起因する健康被害については食中毒であること

を呈示 した。また食中毒統計作成要領の改正を行い、

飲食に起因する寄生虫による健康被害についても食中

毒としたが、食品の加熱により防ぐことが困難な生食

用食品については防止する方策は少ない。そのため、

消費者へ正確な情報を提供することが重要であ り、今

回の調査結果を積極的に公開 し、寄生虫症予防に役立

てていきたい。また、今後 も、寄生虫症の感染源とし

て考えられる生食用の食品を対象に調査を実施 し、食

品中の寄生虫類感染実態について把握に努めていきた

い。

最後に、検体の購入に御協力いただきま した市場衛

生検査所の皆様、魚の鑑別に御協力いただきましたお

さかな普及センター資料館学芸員の山田和彦主任に

深謝い た します。
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